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職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

（職員の定年等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２２条の５第１

項、第２８条の２第１項、第２項及び第４項、第２８条の５、第２８条

の６第１項から第３項まで並びに第２８条の７並びに附則第２１項か

ら第２３項まで、警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の４第２

項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第４３条第３項の規定に基づき、職員（市町村立学校

職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規

定する職員を含む。以下同じ。）の定年等に関し必要な事項を定

めるものとする。

（定年による退職）

第２条 省略

２ 前項の定年は、年齢６５年とする。ただし、別表 に掲げる施

設等において医療業務に従事する医師及び歯科医師の定年は、年

齢７０年 とする。

（定年による退職の特例）

第３条 任命権者は、定年に達した職員が前条第１項の規定により

退職すべきこととなる場合において、次に掲げる事由がある

と認めるときは、同項の規定にかかわらず、当該職員に係る

定年退職日の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を定

め、当該職員を当該定年退職日において従事している職務に従事

させるため、引き続き勤務させることができる。ただし、第８条

第１項から第４項までの規定により異動期間（同条第１項に規定

する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８

条の２第１項

から第３項まで及び第２８条の３

並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第４３条第３項の規定に基づき、職員（市町村立学校

職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規

定する職員を含む。以下同じ。）の定年等に関し必要な事項を定

めるものとする。

（定年による退職）

第２条 省略

２ 前項の定年は、年齢６０年とする。ただし、次の各号に掲げる職

員 の定年は、当

該各号に定める年齢とする。

� 別表に掲げる施設等において医療業務に従事する医師及び歯

科医師 年齢６５年

� 守衛、庁務員、作業員、調理員及び道路整備員の業務に従事

する者 年齢６３年

（定年による退職の特例）

第３条 任命権者は、定年に達した職員が前条第１項の規定により

退職すべきこととなる場合において、次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、同項の規定にかかわらず、その職員に係る

定年退職日の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を定

め、その職員を当該 職務に従事

させるため引き続いて勤務させることができる。
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条第１項又は第２項の規定により延長された期間を含む。）を延

長した職員であつて、定年退職日において管理監督職（第５条に

規定する職をいう。以下同じ。）を占めている職員については、

第８条第１項又は第２項の規定により当該定年退職日まで当該異

動期間を延長した場合であつて、引き続き勤務させることについ

て人事委員会の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当

該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から

起算して３年を超えることができない。

� 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであ

るため、当該職員の退職により生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず公務の運営に著しい支障が生ずること。

� 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるた

め、当該職員の退職により生ずる欠員を容易に補充することが

できず公務の運営に著しい支障が生ずること。

� 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害

となる特別の事情があるため、当該職員の退職により公務の運

営に著しい支障が生ずること。

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期

限が到来する場合において、前項各号に掲げる事由が引き続きあ

る と認めるときは、人事委員会の承認を得て、これらの期限の

翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することが

できる。ただし、当該期限は、当該職員に係る定年退職日（同項

ただし書に規定する職員にあつては、当該職員が占めている管理

監督職に係る異動期間の末日）の翌日から起算して３年を超える

ことができない。

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続き 勤務させる

場合又は前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の

同意を得なければならない。

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続き勤務することとされ

た職員及び第２項の規定により期限が延長された職員について、

第１項の期限又は第２項の規定により延長された期限が到来する

前に第１項各号に掲げる事由がなくなつたと認めるときは、当該

職員の同意を得て、期日を定めてこれらの期限を繰り上げるもの

とする 。

５ 省略

第４条 省略

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職）

第５条 法第２８条の２第１項の条例で定める職は、次に掲げる職

（別表に掲げる施設等又は県立病院において医療業務に従事する

医師及び歯科医師その他その職務と責任に特殊性があること又は

欠員の補充が困難であることにより同項本文の規定を適用するこ

とが著しく不適当と認められる職として人事委員会規則で定める

ものを除く。）とする。

� 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８

条の２第１項、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県

条例第３０号）第１７条の３第１項及び愛媛県企業職員の給与の種

類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）第４条

に規定する管理職手当を支給される職員の職

� 警視又は警部の階級にある警察官をもつて充てる職（前号に

該当する職を除く。）

� 前２号に掲げる職に準ずる職として人事委員会規則で定める

もの

（管理監督職勤務上限年齢）

� 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであ

るため、その職員の退職により

公務の運営に著しい支障が生ずるとき。

� 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるた

め、その職員の退職による 欠員を容易に補充することが

できないとき 。

� 当該職務を担当する者の交替がその業務の遂行上重大な障害

となる特別の事情があるため、その職員の退職により公務の運

営に著しい支障が生ずるとき。

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期

限が到来する場合において、前項の理由 が引き続き存

すると認めるときは、人事委員会の承認を得て、

１年を超えない範囲内で期限を延長することが

できる。ただし、その期限は、その職員に係る定年退職日

の翌日から起算して３年を超える

ことができない。

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続いて勤務させる

場合又は前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の

同意を得なければならない。

４ 任命権者は

、

第１項の期限又は第２項の規定により延長された期限が到来する

前に第１項の理由が存しなくなつた と認めるときは、当該

職員の同意を得て、期日を定めてその期限を繰り上げて退職させ

ることができる。

５ 省略

第４条 省略
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第６条 法第２８条の２第１項の管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０

年とする。

（他の職への降任等を行うに当たつて遵守すべき基準等）

第７条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降

任等（以下「他の職への降任等」という。）を行うに当たつて

は、法第１３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に

定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。

� 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に

基づき、降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この

項及び次条第５項において「降任等」という。）をしようとす

る職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２第

１項第５号に規定する標準職務遂行能力（以下「標準職務遂行

能力」という。）及び当該降任等をしようとする職についての

適性を有すると認められる職に、降任等をすること。

� 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の

職又は管理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理

監督職のうちできる限り上位の職制上の段階に属する職に、降

任等をすること。

� 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めて

いた管理監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階

に属する管理監督職を占める職員（以下「上位職職員」とい

う。）の他の職への降任等もする場合には、第１号に掲げる基

準に従つた上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと

認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する

職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下

位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。

２ 前項の規定は、警察法第５６条の４第１項の規定による任命につ

いて準用する。この場合において、前項中「任命権者」とあるの

は「警察本部長」と、「法第２８条の２第４項に規定する他の職へ

の降任等（以下「他の職への降任等」という。）」とあるのは

「警察法第５６条の２第１項に規定する特定地方警務官（以下「特

定地方警務官」という。）に対し、同法第５６条の４第１項の規定

による任命（以下「特定任命」という。）」と、同項各号中「職

員」とあるのは「特定地方警務官」と、同項第１号中「降任又は

転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この項及び次条第５項に

おいて「降任等」という。）」とあり、同項第２号中「降任等」

とあり、及び同項第３号中「他の職への降任等」とあるのは「特

定任命」と、同項第１号中「当該降任等」とあるのは「当該特定

任命」と、同号及び同項第３号中「、降任等」とあるのは「、特

定任命」と、同号中「降任等をした」とあるのは「特定任命をし

た」と読み替えるものとする。

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用

の制限の特例）

第８条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占め

る職員について、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職

員が占める管理監督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管

理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最

初の４月１日までの間をいう。以下同じ。）の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職

員にあつては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの

期間内。第３項において同じ。）で当該異動期間を延長し、引き

続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたま

ま勤務をさせることができる。
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� 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであ

るため、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易

に補充することができず公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。

� 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるた

め、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補

充することができず公務の運営に著しい支障が生ずること。

� 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害

となる特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等に

より公務の運営に著しい支障が生ずること。

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を

占める職員について、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認

めるときは、人事委員会の承認を得て、延長された当該異動期間

の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に

定年退職日がある職員にあつては、延長された当該異動期間の末

日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項において同じ。）

で延長された当該異動期間を更に延長することができる。ただ

し、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管

理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超える

ことができない。

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することがで

きる場合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群

（職務の内容が相互に類似する複数の管理監督職であつて、これ

らの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の特

別の事情がある管理監督職として人事委員会規則で定める管理監

督職をいう。以下同じ。）に属する管理監督職を占める職員につ

いて、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上

の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理監督職

についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に係

る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管

理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該管理監督職を

現に占める職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ず

る欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が

生ずると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動

期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で当該異動

期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該

管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監

督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若し

くは転任することができる。

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（こ

れらの規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監

督職を占める職員について前項に規定する事由があると認めると

き（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延長する

ことができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定に

より異動期間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を

含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規

定する事由が引き続きあると認めるときは、人事委員会の承認を

得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することが

できる。

５ 任命権者は、前各項の規定により異動期間を延長する場合及び

第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あ
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らかじめ職員の同意を得なければならない。

６ 任命権者は、第１項又は第２項の規定により異動期間を延長し

た場合において、当該異動期間の末日の到来前に第４項の規定を

適用しようとするときは、当該異動期間の期限を繰り上げること

ができる。

７ 任命権者は、第１項から第４項までの規定により異動期間を延

長した場合において、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期

間の延長の事由が消滅したときは、他の職への降任等をするもの

とする。

（定年前再任用短時間勤務職員の任用）

第９条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任

用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及

び非常勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以下「年齢６０

年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の人事委員

会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職（法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）

に採用することができる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者

を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短

時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が

当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合にお

ける定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限り

でない。

第１０条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、県が加入する地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合

又は広域連合の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の

人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の

職に採用することができる。

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。

（人事委員会規則への委任）

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要

な事項は、人事委員会規則で定める。

附 則

（経過措置）

３ 省略

４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第２

条第２項の規定の適用については、同項中「６５年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

附 則

（経過措置）

３ 省略

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年

５ 前項の規定は、職員の定年等に関する条例等の一部を改正する

等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）第１条の規定による改正

前の職員の定年等に関する条例（以下「令和４年旧条例」とい

う。）第２条第２項第１号に掲げる職員（県立病院において医療

業務に従事する医師及び歯科医師に限る。）の定年については、

適用しない。

６ 附則第４項の規定にかかわらず、令和４年旧条例第２条第２項

第２号に掲げる職員に対する令和５年４月１日から令和１３年３月

３１日までの間における第２条第２項の規定の適用については、同

項中「６５年」とあるのは、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応
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（職員の分限に関する条例の一部改正）

第２条 職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

令和５年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年

７ 令和４年旧条例第２条第２項第１号に掲げる職員（県立病院に

おいて医療業務に従事する医師及び歯科医師を除く。）に対する

令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第２条

第２項の規定の適用については、同項中「７０年」とあるのは、次

の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６９年

（情報の提供及び勤務の意思の確認）

８ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他

の法律により任期を定めて任用される職員、非常勤職員並びに別

表に掲げる施設等又は県立病院において医療業務に従事する医師

及び歯科医師を除く。以下同じ。）が年齢６０年に達する日の属す

る年度の前年度（当該前年度に職員でなかつた職員で、当該前年

度の末日後に採用された職員（異動等により当該前年度の末日を

経過することとなつた職員（以下「末日経過職員」という。）を

除く。）にあつては当該職員が採用された日から同日の属する年

度の末日までの期間、末日経過職員にあつては当該職員の異動等

の日が属する年度（同日が年度の初日である場合には、当該年度

の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に

達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その

他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後

における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。

９ 警察本部長は、当分の間、警察法第５６条の２第１項に規定する

特定地方警務官（以下「特定地方警務官」という。）が年齢６０年

に達する日の属する年度の前年度において、当該特定地方警務官

に対し、当該特定地方警務官が年齢６０年に達する日以後に適用さ

れる任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供

するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を

確認するよう努めるものとする。

別表（第２条、第５条、附則第８項関係） 別表（第２条 関係）

１ 病院（県立病院を除く。）及び診療所

２ 省略

３ 前２号に掲げる施設以外の施設等（県立病院を除く。）

で医療業務を担当する部署のあるもの

１ 病院 及び診療所

２ 省略

３ 前２号に掲げる施設以外の施設等

で医療業務を担当する部署のあるもの

改 正 後 改 正 前

附 則

（施行期日）

１ この条例は、昭和２６年８月１３日から施行する。

（経過措置）

附 則

この条例は、昭和２６年８月１３日から施行する。
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（職員の懲戒に関する条例の一部改正）

第３条 職員の懲戒に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第４条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 当分の間、次に掲げる措置については、法第２７条第２項に規定

する降給とみなす。

� 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）附則

第１９項の規定による措置

� 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）

附則第１７項の規定による措置

� 前２号に掲げる措置に相当するものとして人事委員会規則そ

の他の規程で定めるもの

３ 前項各号に掲げる措置の適用を受ける職員には、人事委員会規

則の規定又は任命権者が定めるところにより、当該措置の適用に

より給料月額が異動することとなつた旨の通知を行うものとす

る。

改 正 後 改 正 前

（減給の効果）

第４条 減給は、１日以上６月以下の期間、その発令の日に受ける

給料の月額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員について

は、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条

例第７号）第２条第２項の基本報酬の額）の１０分の１以下を減ず

るものとする。この場合において、その減ずる額が現に受ける給

料の月額の１０分の１に相当する額を超えるときは、当該額を減ず

るものとする。

（減給の効果）

第４条 減給は、１日以上６月以下

給料の月額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員について

は、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条

例第７号）第２条第２項の基本報酬の額）の１０分の１以下を減ず

るものとする。

改 正 後 改 正 前

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公務員

法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項 若

しくは第２項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）並びに育児休業法第１８条第１項又は

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４

年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以下「任期

付短時間勤務職員」という。）（以下「短時間勤務職員」と総称

する。）にあつては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えな

い範囲内で人事委員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を

与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間について３８時間４５分（育児短時

間勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公務員

法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１

項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間

勤務職員 」という。）並びに育児休業法第１８条第１項又は

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４

年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以下「任期

付短時間勤務職員」という。）（以下「短時間勤務職員」と総称

する。）にあつては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えな

い範囲内で人事委員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を

与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間について３８時間４５分（育児短時

間勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休
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（職員の給与に関する条例の一部改正）

第５条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

業法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」

という。）の内容に従い任命権者が定める時間、定年前再任用短

時間勤務職員にあつては１５時間３０分から３１時間までの範囲内で任

命権者が定める時間、任期付短時間勤務職員にあつては３１時間ま

での範囲内で任命権者が定める時間。以下この項において同

じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する職員の勤務時間

は、１週間当たり３８時間４５分とする。

２ 省略

３ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに任命権者が定め

る日、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に

あつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日

間において職員ごとに任命権者が定める日）は、週休日とし、前

２項の勤務時間は、人事委員会規則の定めるところにより、月曜

日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１週間

ごとの期間）において、任命権者がその割振りを行うものとす

る。ただし、任命権者は、特別の勤務に従事する職員について

は、人事委員会規則で定める期間につき１週間当たり１日以上の

割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあつては、当該育児短時

間勤務等の内容に従つた週休日）を設ける場合に限り、人事委員

会規則の定めるところにより、週休日及び勤務時間の割振りにつ

いて別に定めることができる。

４～６ 省略

業法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」

という。）の内容に従い任命権者が定める時間、再任用短時間勤

務職員 にあつては１５時間３０分から３１時間までの範囲内で任

命権者が定める時間、任期付短時間勤務職員にあつては３１時間ま

での範囲内で任命権者が定める時間。以下この項において同

じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する職員の勤務時間

は、１週間当たり３８時間４５分とする。

２ 省略

３ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに任命権者が定め

る日、再任用短時間勤務職員 及び任期付短時間勤務職員に

あつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日

間において職員ごとに任命権者が定める日）は、週休日とし、前

２項の勤務時間は、人事委員会規則の定めるところにより、月曜

日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１週間

ごとの期間）において、任命権者がその割振りを行うものとす

る。ただし、任命権者は、特別の勤務に従事する職員について

は、人事委員会規則で定める期間につき１週間当たり１日以上の

割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあつては、当該育児短時

間勤務等の内容に従つた週休日）を設ける場合に限り、人事委員

会規則の定めるところにより、週休日及び勤務時間の割振りにつ

いて別に定めることができる。

４～６ 省略

改 正 後 改 正 前

（給料表）

第４条 省略

２～１０ 省略

１１ 地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、その

者に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げ

る基準給料月額のうち、第２項の規定によりその者の属する職務

の級に応じた額に、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」

という。）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時

間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た額とする。

１２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号 ）第１０条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法

第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員

（以下「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第３

項、第４項、第６項及び前項の規定にかかわらず、その者の受け

る号給に応じた額又はその者の属する職務の級に応じた額に、職

員勤務時間等条例

第１１条第１

（給料表）

第４条 省略

２～１０ 省略

１１ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条

の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下

「再任用職員 」という。）の給料月額は、その

者に適用される給料表の再任用職員 の欄に掲げ

る給料月額 のうち、 その者の属する職務

の級に応じた額

とする。

１２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び育児

休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員

（以下「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第３

項、第４項、第６項及び前項の規定にかかわらず、その者の受け

る号給に応じた額又はその者の属する職務の級に応じた額に、職

員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１条第１
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項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育

児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数（以下「算出

率」という。）を乗じて得た額とする。

第４条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１８条第１項又

は一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条

例第１号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短

時間勤務職員」という。）の給料月額は、前条の規定にかかわら

ず、同条の規定による給料月額に、職員勤務時間等条例第１１条第

１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。

（通勤手当）

第１０条 省略

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支

給単位期間につき、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時

間勤務職員、育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員

（以下「短時間勤務職員」と総称する。）のうち、支給単位期

間当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める職員に

あつては、その額から、その額に人事委員会規則で定める割合

を乗じて得た額を減じた額）

ア～ト 省略

� 省略

３～６ 省略

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２ 短時間勤務職員が、正規の勤務時間

が割り振られた日において、正規の勤務時間外にした勤務のう

ち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間

との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務（人事委員会規則

で定める勤務を除く。）に対する前項の規定の適用については、

同項中「正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じて

それぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規

則で定める割合」とあるのは、「１００分の１００」とする。

３～７ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 省略

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用につい

て は、同 項 中「１００分 の１２０」と あ る の は「１００分 の６７．５」と、

「１００分の１００」とあるのは「１００分の５７．５」とする。

４～６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額

項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育

児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員 及び任期付短

時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数（以下「算出

率」という。）を乗じて得た額とする。

第４条の２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める

職員（以下「短時間勤

務職員 」という。）の給料月額は、前条の規定にかかわら

ず、同条の規定による給料月額に、職員勤務時間等条例第１１条第

１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員 及び任期付

短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。

（通勤手当）

第１０条 省略

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支

給単位期間につき、それぞれ次に定める額（

育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員

のうち、支給単位期

間当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める職員に

あつては、その額から、その額に人事委員会規則で定める割合

を乗じて得た額を減じた額）

ア～ト 省略

� 省略

３～６ 省略

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２ 育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員が、正規の勤務時間

が割り振られた日において、正規の勤務時間外にした勤務のう

ち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間

との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務（人事委員会規則

で定める勤務を除く。）に対する前項の規定の適用については、

同項中「正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じて

それぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規

則で定める割合」とあるのは、「１００分の１００」とする。

３～７ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 省略

３ 再任用職員 に対する前項の規定の適用につい

て は、同 項 中「１００分 の１２０」と あ る の は「１００分 の６７．５」と、

「１００分の１００」とあるのは「１００分の５７．５」とする。

４～６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額
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を超えてはならない。

� 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現

在（退職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した

額に１００分の９５（特定幹部職員にあつては、１００分の１１５）を乗

じて得た額の総額

� 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前

再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の４５（特定幹

部職員にあつては、１００分の５５）を乗じて得た額の総額

３～５ 省略

（特定の職員についての適用除外）

第１９条の５ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１０条の

２、第１１条の２、第１１条の３及び第１８条の４の規定は、任期付短

時間勤務職員

には、適

用しない。

２ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１１条の２、第１１

条の３及び第１８条の４の規定は、定年前再任用短時間勤務職員に

は適用しない。

附 則

１８ 省略

１９ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後に

おける最初の４月１日（以下「特定日」という。）以後、当該職

員に適用される給料表の給料月額のうち、第４条第２項の規定に

より当該職員の属する職務の級並びに同条第３項、第４項、第６

項及び第７項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に

１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０銭未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは

これを１円に切り上げた額）（育児短時間勤務職員等にあつて

は、当該額に算出率を乗じて得た額）とする。

２０ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。

� 臨時の職員その他の法律又は条例により任期を定めて任用さ

れる職員

� 職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号。以

下「定年条例」という。）別表に掲げる施設等において医療業

務に従事する医師及び歯科医師

� 定年条例第３条第１項又は第２項の規定により勤務している

職員（定年条例第２条第１項に規定する定年退職日において前

項の規定が適用されていた職員を除く。）

� 定年条例第８条第１項又は第２項の規定により同条第１項に

規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長され

た期間を含む。）を延長された定年条例第５条に規定する職を

占める職員

２１ 地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等を

された職員であつて、当該他の職への降任等をされた日（以下

「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を

受ける職員のうち、特定日に附則第１９項の規定により当該職員の

受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）が異動日の

前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た

額（当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

を超えてはならない。

� 前項の職員のうち再任用職員 以外の職員

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現

在（退職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した

額に１００分の９５（特定幹部職員にあつては、１００分の１１５）を乗

じて得た額の総額

� 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用

職員 の勤勉手当基礎額に１００分の４５（特定幹

部職員にあつては、１００分の５５）を乗じて得た額の総額

３～５ 省略

（特定の職員についての適用除外）

第１９条の５ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１０条の

２、第１１条の２、第１１条の３及び第１８条の４の規定は、育児休業

法第１８条第１項の規定により任期を定めて採用された職員及び一

般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第

１号）第４条の規定により任期を定めて採用された職員には、適

用しない。

２ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１１条の２、第１１

条の３及び第１８条の４の規定は、再任用職員 に

は適用しない。

附 則

１８ 省略
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５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げた

額。以下「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員

（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定

日以後、同項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基

礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として

支給する。

２２ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受け

る給料月額との合計額が第４条第２項の規定により当該職員の属

する職務の級における最高の号給の給料月額を超える場合におけ

る前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日

給料月額」とあるのは、「第４条第２項の規定により当該職員の

属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受け

る給料月額」とする。

２３ 警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の４第１項の規定によ

る任命により職員となつた者のうち、特定日給料月額が、当該任

命をされた日の前日に当該職員が適用を受けていた一般職の職員

の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第６条第１項第４号

に規定する公安職俸給表に定める俸給月額に１００分の７０を乗じて

得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り

上げた額。以下「基礎俸給月額」という。）に達しないこととな

る職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、当分の

間、特定日以後、附則第１９項の規定により当該職員の受ける給料

月額のほか、基礎俸給月額と特定日給料月額との差額に相当する

額を給料として支給する。

２４ 附則第２２項の規定は、前項の規定の適用について準用する。こ

の場合において、附則第２２項中「前項」とあるのは「次項」と、

「基礎給料月額」とあるのは「基礎俸給月額」と読み替えるもの

とする。

２５ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第

１９項の規定の適用を受ける職員に限り、附則第２１項に規定する職

員を除く。）であつて、同項の規定による給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職

員の受ける給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところによ

り、同項及び附則第２２項の規定に準じて算出した額を給料として

支給する。

２６ 附則第２１項、第２３項又は前項の規定による給料を支給される職

員以外の附則第１９項の規定の適用を受ける職員であつて、任用の

事情を考慮して当該給料を支給される職員との権衡上必要がある

と認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額の

ほか、人事委員会規則で定めるところにより、附則第２１項から前

項までの規定に準じて算出した額を給料として支給する。

２７ 附則第２１項、第２３項又は前２項の規定による給料を支給される

職員に対する第１８条の５第２項及び第１９条第５項（第１９条の４第

４項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

これらの規定中「給料月額」とあるのは、「給料月額と附則第２１

項、第２３項、第２５項又は第２６項の規定による給料の額との合計

額」とする。

２８ 附則第１９項から前項までに定めるもののほか、附則第１９項の規

定による給料月額、附則第２１項の規定による給料その他附則第１９

項から前項までの規定の施行に関し必要な事項は、人事委員会規

則で定める。

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）
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行 政 職 給 料 表 行 政 職 給 料 表

職員の区

分

職務

の級

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

職員の区

分

職務

の級

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

号給

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

号給

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

再任用職

員

以外の

職員

省略 省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額
再任用職

員

１８８

，６３

８

２１６

，２７

６

２５６

，４７

６

２７５

，９７

３

２９１

，１４

８

３１６

，６７

５

３５８

，５８

４

３９１

，８４

９

４４３

，２０

５
円

１８８

，６３

８

円

２１６

，２７

６

円

２５６

，４７

６

円

２７５

，９７

３

円

２９１

，１４

８

円

３１６

，６７

５

円

３５８

，５８

４

円

３９１

，８４

９

円

４４３

，２０

５

備考 省略

別表第２（第３条関係）

公 安 職 給 料 表

備考 省略

別表第２（第３条関係）

公 安 職 給 料 表

職員の区

分

職務

の級

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

職員の区

分

職務

の級

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

号給

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

号給

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

給

料

月

額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

再任用職

員

以外の

職員

省略 省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

省

略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額

基

準

給

料

月

額
再任用職

員

２４２

，７０

７

２５４

，４６

６

２５８

，５８

６

２９０

，０４

３

３０６

，６２

５

３２０

，７９

６

３４４

，５１

４

３７９

，７８

９

４１１

，５４

７
円

２４２

，７０

７

円

２５４

，４６

６

円

２５８

，５８

６

円

２９０

，０４

３

円

３０６

，６２

５

円

３２０

，７９

６

円

３４４

，５１

４

円

３７９

，７８

９

円

４１１

，５４

７

備考 省略

別表第３（第３条関係）

研 究 職 給 料 表

備考 省略

別表第３（第３条関係）

研 究 職 給 料 表
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職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給
給料月

額

給料月

額

給料月

額

給料月

額

給料月

額
号給

給料月

額

給料月

額

給料月

額

給料月

額

給料月

額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 再任用職

員

以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基準給

料月額

基準給

料月額

基準給

料月額

基準給

料月額

基準給

料月額

再任用職

員

２１８，５８

７

２５９，９９

３

２８４，９１

７

３２７，５２

９

３８６，３２

２
円

２１８，５８

７

円

２５９，９９

３

円

２８４，９１

７

円

３２７，５２

９

円

３８６，３２

２

備考 省略

別表第４（第３条関係）

医 療 職 給 料 表

イ 医療職給料表�

備考 省略

別表第４（第３条関係）

医 療 職 給 料 表

イ 医療職給料表�

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 再任用職

員

以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基準給料

月額

基準給料

月額

基準給料

月額

基準給料

月額 再任用職

員
２９７，６８１ ３４０，２９３ ３９４，９６５ ４６８，３３０

円

２９７，６８１

円

３４０，２９３

円

３９４，９６５

円

４６８，３３０

備考 省略

ロ 医療職給料表�

備考 省略

ロ 医療職給料表�

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

号給
給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額
号給

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 再任用職

員

以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額 再任用職

員

１８９，

６４３

２１６，

３７６

２４４，

７１７

２５８，

１８４

２８３，

５１０

３２４，

４１４

３６６，

８２５円

１８９，

６４３

円

２１６，

３７６

円

２４４，

７１７

円

２５８，

１８４

円

２８３，

５１０

円

３２４，

４１４

円

３６６，

８２５

備考 省略

ハ 医療職給料表�

備考 省略

ハ 医療職給料表�
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（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第６条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

職員の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

号給
給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額
号給

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 再任用職

員

以外の

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略

定年前再

任用短時

間勤務職

員

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額

基準

給料

月額 再任用職

員

２３６，

２７５

２５６，

６７７

２６３，

９１３

２７４，

１６４

２９０，

５４５

３２７，

８３１

３７２，

４５３円

２３６，

２７５

円

２５６，

６７７

円

２６３，

９１３

円

２７４，

１６４

円

２９０，

５４５

円

３２７，

８３１

円

３７２，

４５３

備考 省略

別表第５（第３条、別表第８関係）

行政職給料表等級別基準職務表

備考 省略

別表第５（第３条 関係）

行政職給料表等級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務 職務の級 基 準 と な る 職 務

省略 省略

５級 １・２ 省略

３ 副主幹又は専門幹の職務

５級 １・２ 省略

省略 省略

備考 省略

別表第８（第３条関係）

イ 省略

ロ 医療職給料表�等級別基準職務表

備考 省略

別表第８（第３条関係）

イ 省略

ロ 医療職給料表�等級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務 職務の級 基 準 と な る 職 務

省略 省略

６級 １・２ 省略

３ 副主幹又は専門幹の職務

６級 １・２ 省略

省略 省略

備考 省略

ハ 医療職給料表�等級別基準職務表

備考 省略

ハ 医療職給料表�等級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務 職務の級 基 準 と な る 職 務

省略 省略

６級 １・２ 省略

３ 副主幹又は専門幹の職務

６級 １・２ 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭 、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、
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講師、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県に

おいてその給与を支給している者をいう。

（定年前再任用短時間勤務教育職員等の給料月額）

第７条の２ 地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された教育

職員（以下「定年前再任用短時間勤務教育職員」という。）の給

料月額は、その者に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務

教育職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、第６条第２項の規定

によりその者の属する職務の級に応じた額に、教育職員の休日、

休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１

号。以下「教育職員勤務時間等条例」という。）第１１条第１項の

規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短

時間勤務教育職員等、定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期

付短時間勤務教育職員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数

を乗じて得た額とする。

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）第１８条第１項又は一般職の任期付職員の採用等に関する条例

（平成１５年愛媛県条例第１号）第４条の規定により採用された教

育職員（以下「任期付短時間勤務教育職員」という。）の給料月

額は、第５条から前条まで及び前項の規定にかかわらず、これら

の規定による給料月額に、教育職員勤務時間等条例

第１１条第１項の規定により定められた

その者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員

以外の教育職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る。

（育児短時間勤務教育職員等の給料月額の算出方法）

第８条 地方公務員の育児休業等に関する法律

第１０条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた教育職員

及び同法 第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た教育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」という。）の給

料月額は、第５条から前条（第２項を除く。）までの規定にかか

わらず、その者の受ける号給に応じた額又はその者の属する職務

の級に応じた額に、教育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定

により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間

勤務教育職員等、定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短

時間勤務教育職員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数（以

下「算出率」という。）を乗じて得た額とする。

（義務教育等教員特別手当）

第１７条の６ 省略

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、８，０００円を超えない範囲内

で、職務の級及び号給（定年前再任用短時間勤務教育職員にあつ

ては、職務の級）の別に応じて、人事委員会規則で定める。

３・４ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 省略

３ 定年前再任用短時間勤務教育職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１２０」とあるのは、「１００分の６７．５」

とする。

４～６ 省略

講師、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県に

おいてその給与を支給している者をいう。

（再任用教育職員等 の給料月額）

第７条の２ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された教育

職員（以下「再任用教育職員 」という。）の給

料月額は、その者に適用される給料表の再任用教育職員

の欄に掲げる給料月額 のうち、

その者の属する職務の級に応じた額

とする。

２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める

教

育職員（以下「短時間勤務教育職員 」という。）の給料月

額は、第５条から前条まで及び前項の規定にかかわらず、これら

の規定による給料月額に、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤

務時間等条例」という。）第１１条第１項の規定により定められた

その者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

再任用短時間勤務教育職員 及び任期付短時間勤務教育職員

以外の教育職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る。

（育児短時間勤務教育職員等の給料月額の算出方法）

第８条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた教育職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た教育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」という。）の給

料月額は、第５条から前条（第２項を除く。）までの規定にかか

わらず、その者の受ける号給に応じた額又はその者の属する職務

の級に応じた額に、教育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定

により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間

勤務教育職員等、再任用短時間勤務教育職員 及び任期付短

時間勤務教育職員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数（以

下「算出率」という。）を乗じて得た額とする。

（義務教育等教員特別手当）

第１７条の６ 省略

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、８，０００円を超えない範囲内

で、職務の級及び号給（再任用教育職員 にあつ

ては、職務の級）の別に応じて、人事委員会規則で定める。

３・４ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２ 省略

３ 再任用教育職員 に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「１００分の１２０」とあるのは、「１００分の６７．５」

とする。

４～６ 省略
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（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる教育職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

� 前項の教育職員のうち定年前再任用短時間勤務教育職員以外

の教育職員 当該教育職員の勤勉手当基礎額に当該教育職員

がそれぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した教育職員

にあつては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同

じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００

分の９５を乗じて得た額の総額

� 前項の教育職員のうち定年前再任用短時間勤務教育職員 当

該定年前再任用短時間勤務教育職員の勤勉手当基礎額に１００分

の４５を乗じて得た額の総額

３～５ 省略

（特定の教育職員についての適用除外）

第１９条の５ 第１２条の２、第１２条の３及び第１７条の５の規定は、定

年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員

には、適用しない。

附 則

１６ 省略

１７ 当分の間、教育職員の給料月額は、当該教育職員が６０歳に達し

た日後における最初の４月１日（以下「特定日」という。）以

後、当該教育職員に適用される給料表の給料月額のうち、第６条

第２項の規定により当該教育職員の属する職務の級並びに第５条

第１項並びに第７条第２項及び第３項の規定により当該教育職員

の受ける号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額

に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げた額）（育児

短時間勤務教育職員等にあつては、当該額に算出率を乗じて得た

額）とする。

１８ 前項の規定は、次に掲げる教育職員には適用しない。

� 臨時の教育職員その他の法律又は条例により任期を定めて任

用される教育職員

� 職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号。以

下「定年条例」という。）第３条第１項又は第２項の規定によ

り勤務している教育職員（定年条例第２条第１項に規定する定

年退職日において前項の規定が適用されていた教育職員を除

く。）

� 定年条例第８条第１項又は第２項の規定により同条第１項に

規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長され

た期間を含む。）を延長された定年条例第５条に規定する職を

占める教育職員

１９ 地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等を

された教育職員であつて、当該他の職への降任等をされた日（以

下「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける教育職員のうち、特定日に附則第１７項の規定により当該

教育職員の受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者又はその委任を

受けた者が人事委員会規則で定める基準に従つて定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権者又はその委任を

受けた者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号

に掲げる教育職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

� 前項の教育職員のうち再任用教育職員 以外

の教育職員 当該教育職員の勤勉手当基礎額に当該教育職員

がそれぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した教育職員

にあつては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同

じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００

分の９５を乗じて得た額の総額

� 前項の教育職員のうち再任用教育職員 当

該再任用教育職員 の勤勉手当基礎額に１００分

の４５を乗じて得た額の総額

３～５ 省略

（特定の教育職員についての適用除外）

第１９条の５ 第１２条の２、第１２条の３及び第１７条の５の規定は、育

児休業法第１８条第１項の規定により任期を定めて採用された教育

職員、再任用教育職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定

めて採用された教育職員には、適用しない。

附 則

１６ 省略
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が異動日の前日に当該教育職員が受けていた給料月額に１００分の

７０を乗じて得た額（当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１

円に切り上げた額。以下「基礎給料月額」という。）に達しない

こととなる教育職員（人事委員会規則で定める教育職員を除

く。）には、当分の間、特定日以後、同項の規定により当該教育

職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額と

の差額に相当する額を給料として支給する。

２０ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される教育職員の

受ける給料月額との合計額が第６条第２項の規定により当該教育

職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額を超える場

合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額

と特定日給料月額」とあるのは、「第６条第２項の規定により当

該教育職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当

該教育職員の受ける給料月額」とする。

２１ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける教育職員（附

則第１７項の規定の適用を受ける教育職員に限り、附則第１９項に規

定する教育職員を除く。）であつて、同項の規定による給料を支

給される教育職員との権衡上必要があると認められる教育職員に

は、当分の間、当該教育職員の受ける給料月額のほか、人事委員

会規則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額

を給料として支給する。

２２ 附則第１９項又は前項の規定による給料を支給される教育職員以

外の附則第１７項の規定の適用を受ける教育職員であつて、任用の

事情を考慮して当該給料を支給される教育職員との権衡上必要が

あると認められる教育職員には、当分の間、当該教育職員の受け

る給料月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、前３

項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。

２３ 附則第１９項又は前２項の規定による給料を支給される教育職員

に対する第１７条の４第２項の規定の適用については、同項中「給

料月額」とあるのは、「給料月額と附則第１９項、第２１項又は第２２

項の規定による給料の額との合計額」とする。

２４ 附則第１７項から前項までに定めるもののほか、附則第１７項の規

定による給料月額、附則第１９項の規定による給料その他附則第１７

項から前項までの規定の施行に関し必要な事項は、人事委員会規

則で定める。

別表第１（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表

別表第１（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級特２級 特２級

号給
給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額
号給

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

定年

前再

任用

短時

間勤

務教

育職

員以

外の

教育

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略 再任

用教

育職

員

以

外の

教育

職員

省略 省略 省略 省略 省略 省略
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定年

前再

任用

短時

間勤

務教

育職

員

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

再任

用教

育職

員

２２６，３２６ ２７２，４５５ ２９９，５９０ ３２６，０２２ ４０７，２２６

円 円 円 円 円

２２６，３２６ ２７２，４５５ ２９９，５９０ ３２６，０２２ ４０７，２２６

備考 省略

別表第２（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表

備考 省略

別表第２（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級特２級

号給
給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額
号給

給料

月額

給料

月額

給料

月額

給料

月額

省略 省略 円 省略 省略 省略 省略 省略 省略

１ ２６５，４２０ １

２ ２６７，９３３ ２

３ ２７０，２４４ ３

４ ２７２，５５６ ４

５ ２７５，０６８ ５

６ ２７７，４８０ ６

７ ２７９，６９１ ７

８ ２８１，９０２ ８

９ ２８４，０１３ ９

１０ ２８６，３２４ １０

１１ ２８８，７３６ １１

１２ ２９０，８４７ １２

１３ ２９３，２５９ １３

１４ ２９５，２６９ １４

１５ ２９７，１７８ １５

１６ ２９９，１８８ １６

１７ ３０１，２９９ １７

１８ ３０３，７１１ １８

１９ ３０６，２２３ １９

２０ ３０８，９３７ ２０

２１ ３１１，１４８ ２１

２２ ３１３，５６０ ２２

２３ ３１５，７７１ ２３

２４ ３１８，３８４ ２４
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１９

２５ ３２０，９９７ ２５

２６ ３２３，３０８ ２６

２７ ３２５，５１９ ２７

２８ ３２７，６３０ ２８

２９ ３２９，８４１ ２９

３０ ３３１，５４９ ３０

３１ ３３３，６６０ ３１

３２ ３３５，６７０ ３２

３３ ３３７，４７９ ３３

３４ ３３９，５８９ ３４

３５ ３４１，７００ ３５

３６ ３４３，７１０ ３６

３７ ３４５，８２０ ３７

３８ ３４７，９３１ ３８

３９ ３５０，１４２ ３９

４０ ３５２，２５２ ４０

４１ ３５４，１６２ ４１

４２ ３５６，２７２ ４２

４３ ３５８，１８２ ４３

４４ ３６０，２９２ ４４

４５ ３６２，１０１ ４５

４６ ３６４，１１１ ４６

４７ ３６６，０２１ ４７

４８ ３６８，０３１ ４８

４９ ３６９，６３９ ４９

５０ ３７１，４４８ ５０

５１ ３７３，３５７ ５１

５２ ３７５，３６７ ５２

５３ ３７７，１７６ ５３

５４ ３７８，９８５ ５４

５５ ３８０，７９４ ５５

定年

前再

任用

短時

間勤

５６ ３８２，５０３
再任

用教

育職

員

５６

５７ ３８４，０１０ ５７

５８ ３８５，６１８ ５８

５９ ３８７，３２７ ５９

６０ ３８９，０３５ ６０
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２０

務教

育職

員以

外の

教育

職員

以

外の

教育

職員

６１ ３９０，２４１ ６１

６２ ３９１，６４８ ６２

６３ ３９３，０５５ ６３

６４ ３９４，３６２ ６４

６５ ３９５，７６９ ６５

６６ ３９６，９７５ ６６

６７ ３９８，３８２ ６７

６８ ３９９，７８９ ６８

６９ ４０１，０９５ ６９

７０ ４０２，４０２ ７０

７１ ４０３，８０９ ７１

７２ ４０５，１１５ ７２

７３ ４０６，４２２ ７３

７４ ４０７，８２９ ７４

７５ ４０９，２３６ ７５

７６ ４１０，５４２ ７６

７７ ４１１，７４８ ７７

７８ ４１２，９５４ ７８

７９ ４１４，２６１ ７９

８０ ４１５，６６８ ８０

８１ ４１６，９７４ ８１

８２ ４１８，１８０ ８２

８３ ４１９，１８５ ８３

８４ ４２０，３９１ ８４

８５ ４２１，５９７ ８５

８６ ４２２，８０３ ８６

８７ ４２４，００９ ８７

８８ ４２５，０１４ ８８

８９ ４２６，１２０ ８９

９０ ４２７，１２５ ９０

９１ ４２８，１３０ ９１

９２ ４２９，１３５ ９２

９３ ４３０，０３９ ９３

９４ ４３０，８４３ ９４

９５ ４３１，６４７ ９５
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２１

９６ ４３２，４５１ ９６

９７ ４３３，２５５ ９７

９８ ４３３，６５７ ９８

９９ ４３４，０５９ ９９

１００ ４３４，４６１ １００

１０１ ４３４，８６３ １０１

１０２ ４３５，１６５ １０２

１０３ ４３５，４６６ １０３

１０４ ４３５，７６８ １０４

１０５ ４３６，０６９ １０５

１０６ ４３６，３７１ １０６

１０７ ４３６，６７２ １０７

１０８ ４３６，８７３ １０８

１０９ ４３７，０７４ １０９

１１０ ４３７，３７６ １１０

１１１ ４３７，６７７ １１１

１１２ ４３７，８７８ １１２

１１３ ４３８，０７９ １１３

１１４ ４３８，３８１ １１４

１１５ ４３８，６８２ １１５

１１６ ４３８，８８３ １１６

１１７ ４３９，０８４ １１７

１１８～

１５３

省略

１１８～

１５３

省略

定年

前再

任用

短時

間勤

務教

育職

員

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

基 準 給

料月額

再任

用教

育職

員

２３５，１７０ ２７５，６７１ ３３２，７５５ ４１７，２７６

円 円 円 円 円

２３５，１７０ ２７５，６７１ ３０４，５１５ ３３２，７５５ ４１７，２７６

備考 省略

別表第３（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表等級別基準職務表

備考 省略

別表第３（第４条関係）

中学校・小学校教育職員給料表等級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務 職務の級 基 準 と な る 職 務

省略 省略

２級 教諭、養護教諭又は栄養教諭の職務 ２級 教諭、養護教諭又は栄養教諭の職務
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２２

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第７条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

特２級 主幹教諭又は指導教諭の職務 特２級 主幹教諭 の職務

省略 省略

別表第４（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表等級別基準職務表

別表第４（第４条関係）

高等学校等教育職員給料表等級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務 職務の級 基 準 と な る 職 務

省略 省略

２級 １・２ 省略 ２級 １・２ 省略

特２級 指導教諭の職務

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師、養護教諭、養護助教

諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県におい

てその給与を支給している者をいう。

（年次有給休暇）

第６条 教育職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」と

いう。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短

時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた教

育職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすること

となつた教育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」とい

う。）、地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された教育職

員

（以下「定年前再任用短時間勤務教育職員」という。）並びに

育児休業法第１８条第１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員

の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により

採用された教育職員（以下「任期付短時間勤務教育職員」とい

う。）（以下「短時間勤務教育職員」と総称する。）にあつて

は、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事委

員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 教育職員の勤務時間は、１週間について３８時間４５分（育児

短時間勤務教育職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又

は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間

勤務等」という。）の内容に従い任命権者が定める時間、定年前

再任用短時間勤務教育職員にあつては１５時間３０分から３１時間まで

の範囲内で任命権者が定める時間、任期付短時間勤務教育職員に

あつては３１時間までの範囲内で任命権者が定める時間。以下この

項において同じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する教育

職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務教育職員等にあつては必要

に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭 、教諭、助教諭、講師、養護教諭、養護助教

諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県におい

てその給与を支給している者をいう。

（年次有給休暇）

第６条 教育職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」と

いう。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短

時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた教

育職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすること

となつた教育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」とい

う。）、地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は

第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された教育職

員で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるも

の（以下「再任用短時間勤務教育職員 」という。）並びに

育児休業法第１８条第１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員

の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により

採用された教育職員（以下「任期付短時間勤務教育職員」とい

う。）（以下「短時間勤務教育職員」と総称する。）にあつて

は、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事委

員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 教育職員の勤務時間は、１週間について３８時間４５分（育児

短時間勤務教育職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又

は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間

勤務等」という。）の内容に従い任命権者が定める時間、再任用

短時間勤務教育職員 にあつては１５時間３０分から３１時間まで

の範囲内で任命権者が定める時間、任期付短時間勤務教育職員に

あつては３１時間までの範囲内で任命権者が定める時間。以下この

項において同じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する教育

職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務教育職員等にあつては必要

に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加
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２３

（教育職員の特殊勤務手当等に関する条例の一部改正）

第８条 教育職員の特殊勤務手当等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第９条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

え、月曜日から金曜日までの５日間において教育職員ごとに任命

権者が定める日、定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短

時間勤務教育職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日か

ら金曜日までの５日間において教育職員ごとに任命権者が定める

日）は、週休日とし、前項の勤務時間は、人事委員会規則の定め

るところにより、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務教

育職員にあつては、１週間ごとの期間）において、任命権者がそ

の割振りを行うものとする。ただし、任命権者は、特別の勤務に

従事する教育職員については、人事委員会規則で定める期間につ

き１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務教育職

員等にあつては、当該育児短時間勤務等の内容に従つた週休日）

を設ける場合に限り、人事委員会規則の定めるところにより、週

休日及び勤務時間の割振りについて別に定めることができる。

３ 省略

え、月曜日から金曜日までの５日間において教育職員ごとに任命

権者が定める日、再任用短時間勤務教育職員 及び任期付短

時間勤務教育職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日か

ら金曜日までの５日間において教育職員ごとに任命権者が定める

日）は、週休日とし、前項の勤務時間は、人事委員会規則の定め

るところにより、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務教

育職員にあつては、１週間ごとの期間）において、任命権者がそ

の割振りを行うものとする。ただし、任命権者は、特別の勤務に

従事する教育職員については、人事委員会規則で定める期間につ

き１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務教育職

員等にあつては、当該育児短時間勤務等の内容に従つた週休日）

を設ける場合に限り、人事委員会規則の定めるところにより、週

休日及び勤務時間の割振りについて別に定めることができる。

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（教育業務連絡指導手当）

第８条の２ 教育業務連絡指導手当は、教育職員のうち、学校教育

法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）に規定する主任等（教務

その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に当

たるものに限る。）でその職務が困難であるとして人事委員会の

定めるものの職務を担当する指導教諭又は教諭が、当該担当に係

る業務に従事した場合に支給する。

（教育業務連絡指導手当）

第８条の２ 教育業務連絡指導手当は、教育職員のうち、学校教育

法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）に規定する主任等（教務

その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に当

たるものに限る。）でその職務が困難であるとして人事委員会の

定めるものの職務を担当する 教諭が、当該担当に係

る業務に従事した場合に支給する。

改 正 後 改 正 前

（給与の種類）

第２条 技能労務職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下

「職員」という。）の給与は、給料及び加給並びに退職手当とす

る。

２ 省略

（給与の減額）

第７条 省略

２ 省略

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをい

う。）又は高齢者部分休業（当該職員がその定年から１０年を減じ

た年齢に達した日後における最初の４月１日以後の日で当該職員

が申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（職員の

定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項

に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時

間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給料の月額並びにこれに対する地域手

当及び特地勤務手当並びに知事が定める手当の月額の合計額を減

（給与の種類）

第２条 技能労務職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法第

２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下

「職員」という。）の給与は、給料及び加給並びに退職手当とす

る。

２ 省略

（給与の減額）

第７条 省略

２ 省略

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをい

う。）又は高齢者部分休業（当該職員がその定年から５年を減じ

た年齢に達した日後における最初の４月１日以後の日で当該職員

が申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（職員の

定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項

に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時

間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給料の月額並びにこれに対する地域手

当及び特地勤務手当並びに知事が定める手当の月額の合計額を減
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（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第１０条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

額した給与を支給する。

（特定の職員についての適用除外）

第１４条の２ 省略

２ 第４条、第４条の３、第６条の２及び前条の規定は、地方公務

員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員には、適用しない。

附 則

３ 省略

４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第７

条第３項の規定の適用については、同項中「１０年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

額した給与を支給する。

（特定の職員についての適用除外）

第１４条の２ 省略

２ 第４条、第４条の３、第６条の２及び前条の規定は、地方公務

員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員には、適用しない。

附 則

３ 省略

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ９年

改 正 後 改 正 前

（退職手当の支給）

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員の

うち常時勤務に服することを要するもの（

以下「職員」という。）が退職した場

合に、その者（死亡による退職の場合には、その遺族）に支給す

る。

２ 職員以外の者（法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された者を除

く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日（１月間の日数（愛媛県の休日を定める条例（平成

元年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日の日数は、算入しな

い。）が２０日に満たない日数の場合にあつては、１８日から２０日と

当該日数との差に相当する日数を減じた日数）以上ある月が引き

続いて１２月を超えるに至つたもので、その超えるに至つた日以後

引き続き当該勤務時間により勤務することとされているものは、

職員とみなして、この条例（第４条中１１年以上２５年未満の期間勤

続した者の通勤による負傷又は病気（以下「傷病」という。）に

よる退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条

中公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに２５年以上勤

続した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる者については、この限りでない。

（一般の退職手当）

第２条の４ 退職した者に対する退職手当の額は、次条から第５条

の４まで及び第６条から第６条の３までの規定により計算した退

職手当の基本額に、第６条の４の規定により計算した退職手当の

（退職手当の支給）

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員の

うち常時勤務に服することを要するもの（法第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定に

より採用された者を除く。以下「職員」という。）が退職した場

合に、その者（死亡による退職の場合には、その遺族）に支給す

る。

２ 職員以外の者（法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除

く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日（１月間の日数（愛媛県の休日を定める条例（平成

元年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日の日数は、算入しな

い。）が２０日に満たない日数の場合にあつては、１８日から２０日と

当該日数との差に相当する日数を減じた日数）以上ある月が引き

続いて１２月を超えるに至つたもので、その超えるに至つた日以後

引き続き当該勤務時間により勤務することとされているものは、

職員とみなして、この条例（第４条中１１年以上２５年未満の期間勤

続した者の通勤による負傷又は病気（以下「傷病」という。）に

よる退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条

中公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに２５年以上勤

続した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる者については、この限りでない。

（一般の退職手当）

第２条の４ 退職した者に対する退職手当の額は、次条から第５条

の３まで及び第６条から第６条の３までの規定により計算した退

職手当の基本額に、第６条の４の規定により計算した退職手当の
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調整額を加えて得た額とする。

（１１年以上２５年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額）

第４条 １１年以上２５年未満の期間勤続して退職した者（職員の定年

等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項の規

定により退職した者（同条例第３条第１項の期限又は同条第２項

の規定により延長された期限の到来により退職した者を含む。次

条において同じ。）、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第７条の規定に基づき定められた任期の満了により退職した者若

しくは同法第８条第１項の規定により読み替えて適用される法第

２８条の６第２項の規定に基づき定められた定年により退職した者

又はその者の非違によることなく勧奨を受けて退職した者であつ

て任命権者が知事の承認を得たものに限る。）又は２５年未満の期

間勤続し、勤務公署の移転により退職した者であつて任命権者が

知事の承認を得たものに対する退職手当の基本額は、退職の日に

おけるその者の給料月額（以下「退職日給料月額」という。）

に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる

割合を乗じて得た額の合計額とする。

�～� 省略

２ 前項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者で、通勤

（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病によ

り退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定

年に達した日（教育公務員特例法第８条第１項の規定により読み

替えて適用される法第２８条の６第２項の規定に基づき定められた

定年に達した日を含む。次条第２項において同じ。）以後その者

の非違によることなく退職したもの（前項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額について準用する。

（整理退職等の場合の退職手当の基本額）

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職若

しくは過員を生ずることにより退職した者であつて、任命権者が

知事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により退職し

た者又は２５年以上勤続して退職した者（職員の定年等に関する条

例第２条第１項の規定により退職した者、教育公務員特例法第７

条の規定に基づき定められた任期の満了により退職した者若しく

は同法第８条第１項の規定により読み替えて適用される法第２８条

の６第２項の規定に基づき定められた定年により退職した者又は

その者の非違によることなく勧奨を受けて退職した者若しくは勤

務公署の移転により退職した者であつて任命権者が知事の承認を

得たものに限る。）に対する退職手当の基本額は、退職日給料月

額に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げ

る割合を乗じて得た額の合計額とする。

�～� 省略

２ 省略

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が減額されたこ

とがある場合の退職手当の基本額に係る特例）

第５条の２ 退職した者（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条

の４第１項の規定による任命（以下「特定任命」という。）によ

り職員となつた後に退職した者を除く。）の基礎在職期間中に、

給料月額の減額改定（給料月額の改定をする条例が制定された場

合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた

給料月額が減額されることをいう。以下同じ。）以外の理由によ

りその者の給料月額が減額されたことがある場合において、当該

調整額を加えて得た額とする。

（１１年以上２５年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額）

第４条 １１年以上２５年未満の期間勤続して退職した者（職員の定年

等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項の規

定により退職した者（同条例第３条第１項の期限又は同条第２項

の規定により延長された期限の到来により退職した者を含む。次

条において同じ。）、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第７条の規定に基づき定められた任期の満了により退職した者若

しくは同法第８条第１項の規定により読み替えて適用される法第

２８条の２第２項の規定に基づき定められた定年により退職した者

又はその者の非違によることなく勧奨を受けて退職した者であつ

て任命権者が知事の承認を得たものに限る。）又は２５年未満の期

間勤続し、勤務公署の移転により退職した者であつて任命権者が

知事の承認を得たものに対する退職手当の基本額は、退職の日に

おけるその者の給料月額（以下「退職日給料月額」という。）

に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる

割合を乗じて得た額の合計額とする。

�～� 省略

２ 前項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者で、通勤

（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病によ

り退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定

年に達した日（教育公務員特例法第８条第１項の規定により読み

替えて適用される法第２８条の２第２項の規定に基づき定められた

定年に達した日を含む。次条第２項において同じ。）以後その者

の非違によることなく退職したもの（前項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額について準用する。

（整理退職等の場合の退職手当の基本額）

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職若

しくは過員を生ずることにより退職した者であつて、任命権者が

知事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により退職し

た者又は２５年以上勤続して退職した者（職員の定年等に関する条

例第２条第１項の規定により退職した者、教育公務員特例法第７

条の規定に基づき定められた任期の満了により退職した者若しく

は同法第８条第１項の規定により読み替えて適用される法第２８条

の２第２項の規定に基づき定められた定年により退職した者又は

その者の非違によることなく勧奨を受けて退職した者若しくは勤

務公署の移転により退職した者であつて任命権者が知事の承認を

得たものに限る。）に対する退職手当の基本額は、退職日給料月

額に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げ

る割合を乗じて得た額の合計額とする。

�～� 省略

２ 省略

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が減額されたこ

とがある場合の退職手当の基本額に係る特例）

第５条の２ 退職した者

の基礎在職期間中に、

給料月額の減額改定（給料月額の改定をする条例が制定された場

合において、当該条例による改定により当該改定前に受けていた

給料月額が減額されることをいう。以下同じ。）以外の理由によ

りその者の給料月額が減額されたことがある場合において、当該
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理由が生じた日（以下「減額日」という。）における当該理由に

より減額されなかつたものとした場合のその者の給料月額のうち

最も多いもの（以下「特定減額前給料月額」という。）が、退職

日給料月額よりも多いときは、その者に対する退職手当の基本額

は、前３条の規定にかかわらず、次 に掲げる額の合計額と

する。

�・� 省略

２ 省略

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例）

第５条の３ 第５条第１項に規定する者（２５年以上勤続し、教育公

務員特例法第７条の規定に基づき定められた任期の満了により退

職した者及び勤務公署の移転により退職した者であつて任命権者

が知事の承認を得たものを除く。）のうち、職員の定年等に関す

る条例第２条第１項に規定する定年退職日（教育公務員特例法第

８条第１項の規定により読み替えて適用される法第２８条の６第２

項の規定に基づき定められた定年による退職の日を含む。）から

１年前までに退職したものであつて、その勤続期間が２５年以上で

あり、かつ、その年齢が退職の日において定められているその者

に係る定年（教育公務員特例法第８条第１項の規定により読み替

えて適用される法第２８条の６第２項の規定に基づき定められた定

年を含む。）から１５年を減じた年齢以上である者に対する第５条

第１項及び前条第１項の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。

理由が生じた日（以下「減額日」という。）における当該理由に

より減額されなかつたものとした場合のその者の給料月額のうち

最も多いもの（以下「特定減額前給料月額」という。）が、退職

日給料月額よりも多いときは、その者に対する退職手当の基本額

は、前３条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる額の合計額と

する。

�・� 省略

２ 省略

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例）

第５条の３ 第５条第１項に規定する者（２５年以上勤続し、教育公

務員特例法第７条の規定に基づき定められた任期の満了により退

職した者及び勤務公署の移転により退職した者であつて任命権者

が知事の承認を得たものを除く。）のうち、職員の定年等に関す

る条例第２条第１項に規定する定年退職日（教育公務員特例法第

８条第１項の規定により読み替えて適用される法第２８条の２第２

項の規定に基づき定められた定年による退職の日を含む。）から

１年前までに退職したものであつて、その勤続期間が２５年以上で

あり、かつ、その年齢が退職の日において定められているその者

に係る定年（教育公務員特例法第８条第１項の規定により読み替

えて適用される法第２８条の２第２項の規定に基づき定められた定

年を含む。）から１０年を減じた年齢以上である者に対する第５条

第１項及び前条第１項の規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。

読み替え

る規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

読み替え

る規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

第５条第

１項

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の６第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗

じて得た額の合計額

第５条第

１項

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の２第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗

じて得た額の合計額

第５条の

２第１項

第１号

及び特定減

額前給料月

額

並びに特定減額前給料月額及び特定減

額前給料月額に退職の日において定め

られているその者に係る定年（教育公

務員特例法第８条第１項の規定により

読み替えて適用される法第２８条の６第

２項の規定に基づき定められた定年を

含む。）と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の合計額

第５条の

２第１項

第１号

及び特定減

額前給料月

額

並びに特定減額前給料月額及び特定減

額前給料月額に退職の日において定め

られているその者に係る定年（教育公

務員特例法第８条第１項の規定により

読み替えて適用される法第２８条の２第

２項の規定に基づき定められた定年を

含む。）と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の合計額

第５条の

２第１項

第２号

退職日給料

月額に、

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の６第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗

第５条の

２第１項

第２号

退職日給料

月額に、

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の２第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗
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じて得た額の合計額に、 じて得た額の合計額に、

省略 省略

（特定任命により職員となつた後に退職した者に関する準用規

定）

第５条の４ 第５条の２（前条において読み替えて適用する場合を

含む。）の規定は、特定任命により職員となつた後に退職した者

について準用する。この場合において、第５条の２の見出し中

「給料月額」とあるのは「俸給月額」と、同条中「退職した者

（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の４第１項の規定によ

る任命（以下「特定任命」という。）により職員となつた後に退

職した者を除く。）」とあるのは「特定任命（警察法（昭和２９年

法律第１６２号）第５６条の４第１項の規定による任命をいう。以下

同じ。）により職員となつた後に退職した者」と、「給料月額の

減額改定（給料月額の改定をする条例が制定された場合におい

て、当該条例による改定により当該改定前に受けていた給料月額

が減額されることをいう。」とあるのは「俸給月額の減額改定

（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第５条の２に

規定する俸給月額の減額改定をいう。」と、「給料月額が減額さ

れたことがある場合」とあるのは「俸給月額が減額されたことが

ある場合（特定任命を受けたことにより、特定任命前の俸給月額

よりも低い給料月額を支給されることとなつた場合を含む。）」

と、「給料月額のうち」とあるのは「俸給月額のうち」と、同条

並びに前条の表第５条の２第１項第１号の項及び第５条の２第１

項第２号イの項中「特定減額前給料月額」とあるのは「特定減額

前俸給月額」と読み替えるものとする。

第５条の５ 省略

第５条の６ 省略

（退職手当の基本額の最高限度額）

第６条の２ 第５条の２第１項（第５条の４において読み替えて準

用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定により計

算した退職手当の基本額が次の各号に掲げる同項第２号イに掲げ

る割合の区分に応じ当該各号に定める額を超えるときは、同項の

規定にかかわらず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基

本額とする。

� ６０以上 特定減額前給料月額（第５条の４において読み替え

て準用する場合にあつては、特定減額前俸給月額（同条の規定

により読み替えられた第５条の２第１項に規定する特定減額前

俸給月額をいう。）。次号において同じ。）に６０を乗じて得た

額

� 省略

第６条の３ 第５条の３に規定する者に対する前２条の規定の適用

については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

第５条の４ 省略

第５条の５ 省略

（退職手当の基本額の最高限度額）

第６条の２ 第５条の２第１項

の規定により計

算した退職手当の基本額が次の各号に掲げる同項第２号イに掲げ

る割合の区分に応じ当該各号に定める額を超えるときは、同項の

規定にかかわらず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基

本額とする。

� ６０以上 特定減額前給料月額

に６０を乗じて得た

額

� 省略

第６条の３ 第５条の３に規定する者に対する前２条の規定の適用

については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

読み替え

る規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

読み替え

る規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

第６条 省略 第６条 省略

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の６第２項の規定に基

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の２第２項の規定に基
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づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗

じて得た額の合計額

づき定められた定年を含む。）と退職

の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき１００分の２を乗

じて得た額の合計額

省略 省略

第６条の

２

第５条の２

第１項（

第５条の３の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項（

第６条の

２

第５条の２

第１項の

第５条の３の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項の

省略 省略

同項の 第５条の３の規定により読み替えて適

用する同項の

同項の 同条 の規定により読み替えて適

用する同項の

第６条の

２第１号

次号におい

て同じ。）

以下この号及び次号において同じ。）

及び特定減額前給料月額に退職の日に

おいて定められているその者に係る定

年（教育公務員特例法第８条第１項の

規定により読み替えて適用される法第

２８条の６第２項の規定に基づき定めら

れた定年を含む。）と退職の日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数

１年につき１００分の２を乗じて得た額

の合計額

第６条の

２第１号

特定減額前

給料月額

特定減額前給料月額

及び特定減額前給料月額に退職の日に

おいて定められているその者に係る定

年（教育公務員特例法第８条第１項の

規定により読み替えて適用される法第

２８条の２第２項の規定に基づき定めら

れた定年を含む。）と退職の日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数

１年につき１００分の２を乗じて得た額

の合計額

第６条の

２第２号

特定減額前

給料月額

特定減額前給料月額及び特定減額前給

料月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年（教育公務員特

例法第８条第１項の規定により読み替

えて適用される法第２８条の６第２項の

規定に基づき定めら れ た 定 年 を 含

む。）と退職の日におけるその者の年

齢との差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の合計額

第６条の

２第２号

特定減額前

給料月額

特定減額前給料月額及び特定減額前給

料月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年（教育公務員特

例法第８条第１項の規定により読み替

えて適用される法第２８条の２第２項の

規定に基づき定めら れ た 定 年 を 含

む。）と退職の日におけるその者の年

齢との差に相当する年数１年につき

１００分の２を乗じて得た額の合計額

省略 省略

及び退職日

給料月額

並びに退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定められてい

るその者に係る定年（教育公務員特例

法第８条第１項の規定により読み替え

て適用される法第２８条の６第２項の規

定に基づき定められた定年を含む。）

と退職の日におけるその者の年齢との

差に相当する年数１年につき１００分の

２を乗じて得た額の合計額

及び退職日

給料月額

並びに退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定められてい

るその者に係る定年（教育公務員特例

法第８条第１項の規定により読み替え

て適用される法第２８条の２第２項の規

定に基づき定められた定年を含む。）

と退職の日におけるその者の年齢との

差に相当する年数１年につき１００分の

２を乗じて得た額の合計額

省略 省略

（一般の退職手当の額に係る特例）

第６条の５ 第５条第１項に規定する者で次の各号に掲げる者に該

当するものに対する退職手当の額が退職の日におけるその者の基

本給月額に当該各号に定める割合を乗じて得た額に満たないとき

は、第２条の４、第５条、第５条の２（第５条の４において読み

替えて準用する場合を含む。）及び前条の規定にかかわらず、そ

の乗じて得た額をその者の退職手当の額とする。

�～� 省略

２ 省略

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制

限）

（一般の退職手当の額に係る特例）

第６条の５ 第５条第１項に規定する者で次の各号に掲げる者に該

当するものに対する退職手当の額が退職の日におけるその者の基

本給月額に当該各号に定める割合を乗じて得た額に満たないとき

は、第２条の４、第５条、第５条の２

及び前条の規定にかかわらず、そ

の乗じて得た額をその者の退職手当の額とする。

�～� 省略

２ 省略
こ

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制

限）
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第１４条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合において、当該退職を

した者が死亡したときは、当該一般の退職手当等の額の支払を受

ける権利を承継した者）に対し、第１２条第１項に規定する事情及

び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職手当等の額と

の権衡を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給

しないこととする処分を行うことができる。

� 省略

� 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し法第２９

条第３項の規定による懲戒免職処分（以下「定年前再任用短時

間勤務職員に対する免職処分」という。）を受けたとき。

� 当該退職手当管理機関が、当該退職をした者（定年前再任用

短時間勤務職員に対する免職処分の対象となる者を除く。）に

ついて、当該退職後に当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。

２～６ 省略

（退職をした者の退職手当の返納）

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１２条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生

計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けていなければ第１０条第

２項、第６項又は第８項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができた者（次条及び第１７条において「失業手当受給可能者」

という。）であつた場合には 、これらの規定により算出さ

れる金額（次条及び第１７条において「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うこと

ができる。

� 省略

� 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し定年前

再任用短時間勤務職員に対する免職処分を受けたとき。

� 当該退職手当管理機関が、当該退職をした者（定年前再任用

短時間勤務職員に対する免職処分の対象となる職員を除く。）

について、当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。

２～６ 省略

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付）

第１７条 省略

２～４ 省略

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に当該退職に

係る一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し定年前再任用短時間勤務職員に対

する免職処分を受けた場合において、第１５条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が

第１４条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該

当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合において、当該退職を

した者が死亡したときは、当該一般の退職手当等の額の支払を受

ける権利を承継した者）に対し、第１２条第１項に規定する事情及

び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職手当等の額と

の権衡を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給

しないこととする処分を行うことができる。

� 省略

� 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し法第２９

条第３項の規定による懲戒免職処分（以下「再任用職員

に対する免職処分」という。）を受けたとき。

� 当該退職手当管理機関が、当該退職をした者（再任用職員

に対する免職処分の対象となる者を除く。）に

ついて、当該退職後に当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。

２～６ 省略

（退職をした者の退職手当の返納）

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対

し、第１２条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生

計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けていなければ第１０条第

２項、第６項又は第８項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができた者（次条及び第１７条において「失業手当受給可能者」

という。）であつた場合にあつては、これらの規定により算出さ

れる金額（次条及び第１７条において「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うこと

ができる。

� 省略

� 当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し再任用

職員 に対する免職処分を受けたとき。

� 当該退職手当管理機関が、当該退職をした者（再任用職員

に対する免職処分の対象となる職員を除く。）

について、当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。

２～６ 省略

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付）

第１７条 省略

２～４ 省略

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に当該退職に

係る一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し再任用職員 に対

する免職処分を受けた場合において、第１５条第１項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が
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当該行為に関し定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分を

受けたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職

をした者が失業手当受給可能者であつた場合には 、失業者

退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。

６～８ 省略

附 則

当該行為に関し再任用職員 に対する免職処分を

受けたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職

をした者が失業手当受給可能者であつた場合にあつては、失業者

退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。

６～８ 省略

附 則

２ 昭和２８年１２月３１日以前の退職に因る退職手当については、なお

従前の例による。

３ 昭和２８年１２月３１日に現に在職していた職員（附則第１８項に規定

する職員でもとの陸海軍に属し、かつ、もとの陸海軍から俸給を

受けていたもの（以下「未復員者」という。）に該当する者を除

く。）の同年同月同日以前における勤続期間の計算については、

附則第５項から附則第８項までの規定によるほか、第７条（第５

項中「この場合において、その者の職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間の計算については、前４項の規定を準用

して計算するほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員以外の

地方公務員等としての引き続いた在職期間として計算するものと

する。」を除く。）、第７条の２及び第７条の３並びに愛媛県職

員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６

号。以下「条例第２６号」という。）附則第９項及び附則第１５項の

規定の例による。

４ 昭和２８年１２月３１日に現に在職する職員が昭和２９年１月１日以後

第４条第１項及び第５条第１項に規定する事由以外の事由に因り

退職した場合において、その者につき改正前の愛媛県職員退職手

当条例（以下「改正前の条例」という。）第４条の規定を適用し

て計算した退職手当の額が第３条の規定による退職手当の額より

も多いときは、同条の規定にかゝわらず、その多い額をもつてそ

の者に支給すべき同条の規定による退職手当の額とし、改正前の

条例の規定によりすでに支給された退職手当の額が、この条例の

規定による退職手当の額よりも多いときは、すでに支給された退

職手当の額をもつて、この条例の規定により支給された退職手当

の額とみなす。

５ 昭和２８年１２月３１日に現に在職していた職員の同日以前における

次の各号に掲げる期間は、当該各号に規定する者の職員としての

在職期間とみなす。この場合において、当該各号に規定する者

が、当該各号に掲げる期間に係る者としての身分を失つた際に、

この条例の規定による退職手当に相当する給与の支給を受けてい

るときは、当該給与の計算の基礎となつた在職期間の３分の２の

期間は、その者の職員としての引き続いた在職期間には含まない

ものとする。

� 先に職員として在職した者であつて、任命権者の承認又は勧

奨を受け、引き続いて外国政府又は日本政府若しくは外国政府

と特殊の関係があつた法人で外国において日本たばこ産業株式

会社法（昭和５９年法律第６９号）附則第１２条第１項の規定による

解散前の日本専売公社（以下「旧専売公社」という。）、日本

国有鉄道改革法（昭和６１年法律第８７号）附則第２項の規定によ

る廃止前の日本国有鉄道法（昭和２３年法律第２５６号）第１条の

規定により設立された日本国有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」

という。）若しくは日本電信電話株式会社等に関する法律（昭

和５９年法律第８５号）附則第４条第１項の規定による解散前の日

本電信電話公社（以下「旧電信電話公社」という。）の事業と

同種の事業を行つていたもので、施行令附則第３項第３号の規
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定により総務大臣が指定するものの職員（以下「外国政府職員

等」という。）となるため退職し、かつ、外国政府職員等とし

ての身分を失つた後に引き続いて再び職員となつたものの当該

外国政府職員等としての引き続いた在職期間の３分の２の期間

� 先に職員として在職した者であつて、任命権者の承認又は勧

しようを受け、引き続いて旧国民医療法（昭和１７年法律第７０

号）に規定する日本医療団（以下「医療団」という。）の職員

（以下「医療団職員」という。）となるため退職し、かつ、医

療団の業務の地方公共団体への引継ぎとともに引き続いて再び

職員となつたものの当該医療団職員としての引き続いた在職期

間の３分の２の期間

� 先に職員として在職した者であつて、任命権者の承認又は勧

しようを受け、引き続いて日本赤十字社の救護員（以下「救護

員」という。）となるため退職し救護員として旧日本赤十字社

令（明治４３年勅令第２２８号）の規定に基づき戦地勤務（恩給法

の一部を改正する法律（昭和２８年法律第１５５号）附則第４１条の

２第１項に規定する戦地勤務をいう。以下同じ。）に服し、か

つ、救護員としての身分を失つた後に引き続いて再び職員とな

つたものの当該救護員として戦地勤務に服した期間の３分の２

の期間

� 先に職員として在職した者であつてア又はイに該当するもの

のア又はイに掲げる期間

ア 任命権者の承認又は勧奨を受け、引き続いて外国にあつた

特殊機関の職員で、施行令附則第３項第６号の規定により総

務大臣の指定するもの（以下「外国特殊機関職員」とい

う。）となるため退職し、かつ、外国特殊機関職員としての

身分を失つた後に引き続いて再び職員となつた者の当該外国

特殊機関職員としての引き続いた在職期間の３分の２の期間

イ 任命権者の承認又は勧しようを受け、引き続いて外国政府

の職員となるため退職し、当該外国政府の当該業務の外国に

あつた特殊機関への引継ぎとともに、引き続いて外国特殊機

関職員となり、かつ、外国特殊機関職員としての身分を失つ

た後に引き続いて再び職員となつた者の当該外国政府の職員

及び当該外国特殊機関職員としての引き続いた在職期間の３

分の２の期間

６ 昭和２８年１２月３１日以前における左の各号の一に掲げるものの先

の職員としての在職期間は、後の職員としての在職期間に引き続

いたものとみなす。

� 先に職員として在職した者であつて、任命権者の承認又は勧

しようを受けて他の任命権者に属する職員となるため退職し、

且つ、任命権者の手続の遅延のため退職の日の翌々日以後にお

いて他に就職することなくその承認又は勧しようを受けた他の

任命権者に属する職員となつたもの

� 先に職員として在職した者であつて、任命権者の承認又は勧

しようを受け、引き続いて在外研究員又は外国留学生（以下

「在外研究員等」という。）となるため退職し、且つ、その研

究又は留学を終えた後に引き続いて再び職員となつたもの

７ 昭和２０年８月１５日に現に次の各号の一に掲げる者であつたもの

が、当該各号に掲げる日から昭和２８年１２月３１日までの間に他に就

職することなく職員となつた場合においては、当該各号に掲げる

者であつた期間は、そのものの職員としての在職期間に引き続い

たものとみなす。

� 外地官署所属職員 外地官署所属職員の身分に関する件（昭
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和２１年勅令第２８７号）の規定によりその身分を保留する期間が

満了する日の翌日

� 外国政府職員等外国特殊機関職員又は在外研究員等 昭和２０

年８月１６日

� 救護員で戦地勤務に服したことのある者又は軍人軍属 その

身分を失つた日

８ 先に職員として在職した者であつて、旧公職に関する就職禁

止、退官、退職等に関する勅令（昭和２１年勅令第１０９号）第１条

若しくは旧公職に関する就職禁止、退職等に関する勅令（昭和２２

年勅令第１号）第３条の規定により退職させられたもの又はこれ

らに準ずる措置で施行令附則第６項の規定に基づく総務省令で定

めるものによりその者の意思によらないで退職させられたもの

（先に職員として在職し、終戦に伴い昭和２０年８月１５日以後これ

らの措置により公職に就くことを禁ぜられた日前においてその者

の意思によらないで退職した者のうちこれらの措置の適用を受け

たもので、その禁ぜられた日（その禁ぜられた日前に再び職員と

なつた者については、その再び職員となつた日）の前日までの間

に他に就職しなかつたものを含む。）が、その退職の後、法令の

規定又は特別の手続によりこれらの措置が解除された日（これら

の措置により就職が制限されなかつた職員となつた場合にあつて

は、当該退職の日）から昭和２８年１２月３１日までの間に再び職員と

なつた場合においては、先に職員として在職した期間は、その者

の職員としての在職期間に引き続いたものとみなす。ただし、こ

れらの措置が解除された日から１２０日を経過した日以後に再び職

員となつた場合において、当該経過した日から再び職員となつた

日の前日までの間に他に就職していたことがあるときは、この限

りでない。

９ 昭和２８年１２月３１日に現に在職していた職員であつて職員以外の

地方公務員等（もとの外地の地方公共団体又はこれに準ずるもの

に勤務していた公務員を含む。以下本項及び次項において同

じ。）から引き続いて職員となつたもの及び同年同月同日に現に

在職していた職員以外の地方公務員等であつて昭和２９年１月１日

以後に引き続いて職員となつたものの昭和２８年１２月３１日以前にお

ける職員以外の地方公務員等としての勤続期間の計算について

は、附則第５項から前項までの規定を準用するほか、第７条第５

項及び第６項、第７条の３並びに条例第２６号附則第９項及び附則

第１５項の規定の例による。この場合において第７条第５項ただし

書中「退職により」とあるのは「退職（条例第２６号による改正前

の愛媛県職員退職手当条例第７条の４第１項の退職、附則第１４項

の特殊退職、附則第１５項に規定する職員又は職員以外の地方公務

員として在職した後この条例の規定による退職手当又はこれに相

当する給与の支給を受けてした退職及び附則第１７項の退職を除

く。）により」と読み替えるものとする。

１０ 前項の場合において、先に職員として在職した者であつて昭和

２８年１２月３１日以前においてこの条例の規定による退職手当に相当

する給与の支給を受けることなく引き続いて職員以外の地方公務

員等となつたものについては、第２０条第２項の規定により退職手

当を支給されないで職員以外の地方公務員等となつたものとみな

して前項の規定を適用する。

１１ 昭和２０年８月１５日に現に附則第７項各号に掲げる者（救護員で

戦地勤務に服したことのある者、外国特殊機関職員及び在外研究

員等を除く。以下この項において「外地官署所属職員等」とい

う。）であつた者で同日において本邦外にあつたもののうち昭和
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２９年１月１日以後においてその本邦に帰還した日から３年（特殊

の事情があると認められる場合には、任命権者が知事と協議して

定める期間を加算した期間。以下この項において同じ。）以内に

職員となつたもの又は同年１月１日以後においてその本邦に帰還

した日から３年以内に職員以外の地方公務員等となり、引き続き

職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて職員となつ

たものについては、外地官署所属職員等であつた期間は、その者

の同年１月１日以後において最初に開始する職員又は職員以外の

地方公務員等としての在職期間に引き続いたものとみなし、且

つ、当該職員以外の地方公務員等としての在職期間に引き続いた

ものとみなす場合にあつては当該職員以外の地方公務員等として

の在職期間に含まれるものとして、その勤続期間を計算するもの

とする。但し、本邦に帰還した日から当該職員又は職員以外の地

方公務員等としての在職期間の開始の日の前日までの間に他に就

職したことがある者については、この限りでない。

１２ 前項に規定する者（未復員者に該当する者を除く。）の昭和２８

年１２月３１日（昭和２９年１月１日以後に附則第７項第１号に規定す

る期間が満了する外地官署所属職員については、当該期間が満了

する日）以前における勤続期間の計算については、前項の規定に

該当するものを除き、附則第５項及び附則第６項（これらの規定

を附則第９項において準用する場合を含む。）並びに附則第１０項

の規定を準用するほか、第７条第５項及び第６項並びに第７条の

３の規定の例による。この場合において、第７条第５項ただし書

中「退職により」とあるのは「退職（附則第１４項の特殊退職、附

則第１５項に規定する職員又は職員以外の地方公務員として在職し

た後この条例の規定による退職手当又はこれに相当する給与の支

給を受けてした退職及び附則第１７項の退職を除く。）により」と

読み替えるものとする。

１３ 昭和２８年１２月３１日に現に在職する職員、同日に現に職員以外の

地方公務員等として在職し、同日後に引き続いて職員となつた者

又は附則第１１項に規定する者のうち、職員としての引き続いた在

職期間中において職員又は職員以外の地方公務員等として在職し

た後この条例の規定による退職手当又はこれに相当する給与の支

給を受けて次項で定める退職（以下「特殊退職」という。）を

し、かつ、職員又は職員以外の地方公務員等となつたことがある

ものが退職した場合におけるその者に対する一般の退職手当の額

は、第２条の４から第５条の３まで及び第６条から第６条の５ま

で、条例第２６号による改正前の愛媛県職員退職手当条例第７条の

４第２項並びに附則第１５項の規定にかかわらず、その者の退職の

日における給料月額に、第１号に掲げる割合から第２号に掲げる

割合（附則第１５項に規定する職員又は職員以外の地方公務員とし

て在職した後この条例の規定による退職手当又はこれに相当する

給与の支給を受けてした退職をした者については、当該割合とそ

の者に係る同項において例による附則第１３項第２号に掲げる割合

とを合計した割合）を控除した割合を乗じて得た額とする。

� その者が第２条の４から第５条の３まで及び第６条から第６

条の５まで、愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例

（昭和３７年愛媛県条例第５７号）附則第５項並びに条例第２６号附

則第５項から附則第８項までの規定により計算した額の退職手

当の支給を受けるものとした場合における当該退職手当の額の

当該給料月額に対する割合

� その者が特殊退職をした際に、その際支給を受けたこの条例

の規定による退職手当又はこれに相当する給与の額の計算の基
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礎となつた勤続期間（当該給与の額の計算の基礎となるべき勤

続期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手当に関する

規定において明確に定められていない場合には、当該給与の額

を当該特殊退職の日におけるその者の給料月額で除して得た数

に１２を乗じて得た数（１未満の端数を生じたときは、その端数

を切り捨てる。）に相当する月数）をこの条例の規定により計

算した勤続期間とみなした場合のこの条例の規定による退職手

当（附則第８項の規定の適用を受ける職員及び外地官署所属職

員のうち、第４条（２５年以上勤続して退職した者のうち勤務公

署の移転により退職した者であつて、任命権者が知事の承認を

得て定めるもの以外の者に係る退職手当に関する部分を除

く。）若しくは第５条の規定による退職手当又はこれに準ずる

退職手当に係る退職（以下「整理退職」という。）に該当する

特殊退職をした者については、第４条第１項の規定による退職

手当）の支給を受けたものとした場合における当該退職手当の

額の当該特殊退職の日におけるその者の給料月額に対する割合

（特殊退職を２回以上した者については、それぞれの特殊退職

に係る当該割合を合計した割合）

１４ 前項の特殊退職は、次の各号に掲げる退職又は身分の喪失とす

る。ただし、第１号から第３号までの退職にあつては、整理退職

に該当する退職を除く。

� 職員が退職し、かつ、退職の日又はその翌日に再び職員とな

る場合（職員以外の地方公務員等が退職し、かつ、退職の日又

はその翌日に再び当該退職の日までその者が属していた地方公

共団体等の職員以外の地方公務員等となる場合を含む。）の退

職

� 職員又は職員以外の地方公務員等が任命権者の要請を受けて

職員又は職員以外の地方公務員等となるため退職し、かつ、退

職の日又はその翌日に職員又は当該職員以外の地方公務員等と

なる場合（前号に該当する場合を除く。）の退職

� 附則第５項各号又は附則第６項各号（これらの規定を附則第

９項及び附則第１２項において準用する場合を含む。）の退職

� 附則第８項（附則第９項において準用する場合を含む。）の

退職

� 外地官署所属職員又は軍人軍属の身分の喪失

１５ 職員又は職員以外の地方公務員等から引き続いて職員となつた

者のうち、職員としての引き続いた在職期間（その者が当該在職

期間中においてたばこ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（昭和５９年法律第７１号）第４条及び日本電信電話株式

会社法及び電気通信事業法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律（昭和５９年法律第８７号）第５条の規定による改正前の国家

公務員等退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第２条に規定する

者として在職した後この条例の規定による退職手当に相当する給

与の支給を受けて退職したことがある者である場合には、当該退

職の日（当該退職を２回以上した者については、そのうちの最終

の退職の日）以後の職員としての引き続いた在職期間に限る。）

中において、昭和３８年３月３１日までの間に、職員又は職員以外の

地方公務員として在職した後この条例の規定による退職手当又は

これに相当する給与の支給を受けて退職（整理退職に該当する退

職及び特殊退職に該当する退職を除く。）をし、かつ、退職の日

又はその翌日に職員又は職員以外の地方公務員となつたことがあ

るものが退職した場合におけるその者に対する第３条から第５条

までの規定による退職手当の額については、附則第１３項の規定の
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例による。この場合において、第７条第５項の規定の適用につい

ては、同項ただし書中「退職により」とあるのは、「退職（附則

第１５項に規定する職員又は職員以外の地方公務員として在職した

後この条例の規定による退職手当又はこれに相当する給与の支給

を受けてした退職を除く。）により」と読み替えるものとする。

１６ 未復員者の勤続期間の計算については、昭和２８年１２月３１日現在

における勤続期間の計算に関する規定の例による。ただし、本邦

に帰還後引き続いて職員となつた未復員者（第２０条第２項又は愛

媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例（平成２１年愛媛県

条例第４５号。附則第２１項において「条例第４５号」という。）第１

条の規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例第１４条の規定の

適用を受け、引き続いて職員以外の地方公務員等となり、更に引

き続いて職員となつた者を含む。）又は附則第１１項の規定の適用

を受ける未復員者の未復員者としての勤続期間（未復員者として

の勤続期間に引き続いた未復員者以外の職員又は職員以外の地方

公務員等としての同日以前における勤続期間を含む。）の計算に

ついては、未復員者以外の職員の例による。

１７ 警察法（昭和２９年法律第１６２号）施行の際国家地方警察又は自

治体警察の職員から引き続いて地方警察職員となつた者で旧警察

法（昭和２２年法律第１９６号）施行の日の翌日から警察法施行の日

の前日までの間において国家地方警察又は自治体警察を退職（整

理退職を除く。）してこの条例の規定による退職手当に相当する

給与の支給を受け、引き続いて自治体警察又は国家地方警察の職

員となつた者に対する第３条から第５条までの規定による退職手

当の額については、附則第１３項の規定を準用する。この場合にお

いて、同項中「特殊退職」とあるのは「退職」と読み替えるもの

とする。

１８ 愛媛県職員退職手当条例の適用を受ける職員であつて、昭和２０

年９月２日以後ソヴイエト社会主義共和国連邦、樺太千島、北緯

３８度以北の朝鮮、関東州、満州又は中国本土の地域内において生

存していたと認められる資料があり、且つ、本邦に帰還していな

いもの（自己の意思により帰還しないものと認められる者及び昭

和２０年９月２日以後において本邦にあつた者を除く。）が、恩給

法の一部を改正する法律（昭和２８年法律第１５５号）の規定によつ

て退職したものとみなされたとき、又は昭和２９年１月１日以後死

亡が確認されたときは、その者がその退職の日又は死亡の確認の

日に退職したものとみなし、その者が昭和２０年８月１５日において

受けていた給料月額（その額が別表左欄に掲げる額のいづれにも

該当しない場合には、その額の直近上位の額とする。）に対応す

る別表右欄に掲げる新給料月額を計算の基礎とした、第４条の規

定による退職手当（その退職の日が昭和２８年１２月３１日以前の日で

あるときは、附則第２項の規定により従前の例によることゝされ

る改正前の条例第５条の規定による退職手当）を支給する。

１９ 恩給法の一部を改正する法律附則第３０条第１項第１号又は第２

号に掲げる職員に対する前項の規定による退職手当は、当該職員

の家族で本邦に居住しているものがある場合において、その家族

から請求があつたときは、その家族に支給することができる。

２０ 第２条の２第１項から第３項までの規定は、前項に規定する家

族の範囲及び順位について準用する。この場合において、同条中

「遺族」とあるのは「家族」と、「死亡当時」とあるのは「退職

当時」と、「主としてその収入によつて生計を維持していたも

の」とあるのは「職員が帰還しているとすれば主としてその収入

によつて生計を維持していると認められるもの」と読み替えるも



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

３６

２ 省略

３ 昭和６０年４月１日に現に在職する職員で日本たばこ産業株式会

社法（昭和５９年法律第６９号）附則第１２条第１項の規定による解散

前の日本専売公社（以下「旧専売公社」という。）又は日本電信

電話株式会社等に関する法律（昭和５９年法律第８５号）附則第４条

第１項の規定による解散前の日本電信電話公社（以下「旧電信電

話公社」という。）の職員としての在職期間（以下この項におい

て「旧公社の職員としての在職期間」という。）を有するものの

退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者

の旧公社の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職

期間とみなす。

４ 昭和６０年３月３１日に旧専売公社の職員として在職していた者

が、引き続いて日本たばこ産業株式会社の職員となり、かつ、引

き続き日本たばこ産業株式会社の職員として在職した後引き続い

て職員となつた場合又は同日に旧電信電話公社の職員として在職

していた者が、引き続いて日本電信電話株式会社の職員となり、

かつ、引き続き日本電信電話株式会社の職員として在職した後引

き続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基

礎となる勤続期間の計算については、その者の同日までのたばこ

事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和５９年

法律第７１号）第４条及び日本電信電話株式会社法及び電気通信事

業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和５９年法律

第８７号）第５条の規定による改正前の国家公務員等退職手当法

（昭和２８年法律第１８２号）第２条第２項に規定する職員としての

引き続いた在職期間並びに同年４月１日以後の日本たばこ産業株

式会社又は日本電信電話株式会社の職員としての在職期間を職員

としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が日本た

ばこ産業株式会社又は日本電信電話株式会社を退職したことによ

り退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けている

ときは、この限りでない。

５ 昭和６２年４月１日に現に在職する職員で日本国有鉄道改革法

（昭和６１年法律第８７号）附則第２項の規定による廃止前の日本国

有鉄道法（昭和２３年法律第２５６号）第１条の規定により設立され

た日本国有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」という。）の職員とし

のとする。

２１ 附則第１８項の規定は、同項に規定する職員が本邦に帰還後引き

続き職員として在職し、若しくは引き続いて職員となつて在職す

る場合又は第２０条第２項若しくは条例第４５号第１条の規定による

改正前の愛媛県職員退職手当条例第１４条の規定の適用を受け、引

き続いて職員以外の地方公務員等となつて在職する場合において

は、恩給法の一部を改正する法律附則第３０条第１項第１号又は第

２号に掲げる者については、適用がなかつたものとみなし、同項

第３号に掲げる者については、適用しないものとする。ただし、

附則第９項の規定により支給された退職手当は、返還することを

要しないものとし、当該退職手当の計算の基礎となつた在職期間

は、その者の引き続いた在職期間には、含まないものとする。

２２ 昭和２９年１月１日以後に死亡した職員については、死亡賜金、

死亡一時金その他これに類するものは、支給しない。

２３ 省略

２４ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（昭和５６年愛

媛県条例第３２号）附則第２項ただし書の規定の適用を受ける職員

が昭和５６年度中に退職した場合における退職手当の額の計算の基

礎となる給料月額は、同項ただし書の規定の適用がないとした場

合において受けるべき給料月額とする。

２５ 昭和６０年４月１日に現に在職する職員で旧専売公社又は旧電信

電話公社

の職員としての在職期間（以下この項におい

て「旧公社の職員としての在職期間」という。）を有するものの

退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者

の旧公社の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職

期間とみなす。

２６ 昭和６０年３月３１日に旧専売公社の職員として在職していた者

が、引き続いて日本たばこ産業株式会社の職員となり、かつ、引

き続き日本たばこ産業株式会社の職員として在職した後引き続い

て職員となつた場合又は同日に旧電信電話公社の職員として在職

していた者が、引き続いて日本電信電話株式会社の職員となり、

かつ、引き続き日本電信電話株式会社の職員として在職した後引

き続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基

礎となる勤続期間の計算については、その者の同日までのたばこ

事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

第４条及び日本電信電話株式会社法及び電気通信事

業法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

第５条の規定による改正前の国家公務員等退職手当法

第２条第２項に規定する職員としての

引き続いた在職期間並びに同年４月１日以後の日本たばこ産業株

式会社又は日本電信電話株式会社の職員としての在職期間を職員

としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が日本た

ばこ産業株式会社又は日本電信電話株式会社を退職したことによ

り退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けている

ときは、この限りでない。

２７ 昭和６２年４月１日に現に在職する職員で旧日本国有鉄道

の職員とし
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ての在職期間を有するものの退職手当の算定の基礎となる勤続期

間の計算については、その者の旧日本国有鉄道の職員としての在

職期間を職員としての引き続いた在職期間とみなす。

６ 省略

７ 当分の間、３５年以下の期間勤続して退職した者（愛媛県職員退

職手当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号。

以下「条例第２６号」という。）附則第５項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額は、第３条から第５条の４ま

で及び附則第１９項から第２６項までの規定により計算した額にそれ

ぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とする。この場合において、第

６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第７

項」とする。

８ 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第６項の規定に該当する者を除く。）で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、

同項又は第５条の２（第５条の４において読み替えて準用する場

合を含む。）及び附則第２２項の規定により計算した額に前項に定

める割合を乗じて得た額とする。

９ 当分の間、３５年を超える期間勤続して退職した者（条例第２６号

附則第７項の規定に該当する者を除く。）で第５条又は附則第２０

項の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額

は、その者の勤続期間を３５年として附則第７項の規定の例により

計算して得られる額とする。

１０ 平成１０年１０月２１日に日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に

関する法律附則第２条の規定による解散前の日本国有鉄道清算事

業団（以下「旧事業団」という。）の職員として在職していた者

（同法附則第１３条の規定による改正前の日本国有鉄道改革法等施

行法（昭和６１年法律第９３号）第３６条第１項の規定の適用を受けた

者に限る。）が、引き続いて独立行政法人鉄道建設・運輸施設整

備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則第２条第１項の規定

による解散前の日本鉄道建設公団（以下「旧公団」という。）の

職員となり、かつ、引き続き旧公団の職員として在職した後引き

続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基礎

となる勤続期間の計算については、その者の旧日本国有鉄道の職

員としての在職期間、旧事業団の職員としての在職期間及び旧公

団の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職期間と

みなす。ただし、その者が旧事業団又は旧公団を退職したことに

より退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けてい

るときは、この限りでない。

１１ 省略

１２ 省略

ての在職期間を有するものの退職手当の算定の基礎となる勤続期

間の計算については、その者の旧日本国有鉄道の職員としての在

職期間を職員としての引き続いた在職期間とみなす。

２８ 省略

２９ 当分の間、３５年以下の期間勤続して退職した者（条例第２６号

附則第５項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額は、第３条から第５条の３

までの規定により計算した額にそれ

ぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とする。この場合において、第

６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第２９

項」とする。

３０ 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第６項の規定に該当する者を除く。）で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、

同項又は第５条の２

の規定により計算した額に前項に定

める割合を乗じて得た額とする。

３１ 当分の間、３５年を超える期間勤続して退職した者（条例第２６号

附則第７項の規定に該当する者を除く。）で第５条

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額

は、その者の勤続期間を３５年として附則第２９項の規定の例により

計算して得られる額とする。

３２ 平成１０年１０月２１日に日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に

関する法律附則第２条の規定による解散前の日本国有鉄道清算事

業団（以下「旧事業団」という。）の職員として在職していた者

（同法附則第１１条の規定による改正前の日本国有鉄道改革法等施

行法（昭和６１年法律第９３号）第３６条第１項の規定の適用を受けた

者に限る。）が、引き続いて独立行政法人鉄道建設・運輸施設整

備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則第２条第１項の規定

による解散前の日本鉄道建設公団（以下「旧公団」という。）の

職員となり、かつ、引き続き旧公団の職員として在職した後引き

続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基礎

となる勤続期間の計算については、その者の旧日本国有鉄道の職

員としての在職期間、旧事業団の職員としての在職期間及び旧公

団の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職期間と

みなす。ただし、その者が旧事業団又は旧公団を退職したことに

より退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けてい

るときは、この限りでない。

３３ 省略

３４ 省略

３５ 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１６年愛媛

県条例第４５号）の施行の日から平成２０年３月３１日までの間におい

て退職した者（その者の非違によることなく勧奨を受けて退職し

た者であつて任命権者が知事の承認を得たものに限る。）で退職

の日の属する年度の末日における年齢が４５年以上であるものに対

する第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第５条の２第

１項、第６条、第６条の２及び附則第２９項の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

読み替え

る規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句
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第３条第

１項

という。） という。）及び当該給料月額に退職の

日において定められているその者に係

る定年（教育公務員特例法（昭和２４年

法律第１号）第８条第１項の規定によ

り読み替えて適用される法第２８条の２

第２項の規定に基づき定められた定年

を含む。）と退職の日の属する年度の

末日におけるその者の年齢との差に相

当する年数（１０年を超える者にあつて

は、１０年）１年につき１００分の３を乗

じて得た額の合計額

第４条第

１項

教育公務員

特例法（昭

和２４年法律

第１号）第

７条

教育公務員特例法第７条

という。） という。）及び退職日給料月額に退職

の日において定められているその者に

係る定年（教育公務員特例法第８条第

１項の規定により読み替えて適用され

る法第２８条の２第２項の規定に基づき

定められた定年を含む。）と退職の日

の属する年度の末日におけるその者の

年齢との差に相当する年数（１０年を超

える者にあつては、１０年）１年につき

１００分の３を乗じて得た額の合計額

第５条第

１項

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の２第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日の属する年度の末日におけるその

者の年齢との差に相当する年数（１０年

を超える者にあつては、１０年）１年に

つき１００分の３を乗じて得た額の合計

額

第５条の

２第１項

第１号

及び特定減

額前給料月

額

並びに特定減額前給料月額及び特定減

額前給料月額に退職の日において定め

られているその者に係る定年（教育公

務員特例法第８条第１項の規定により

読み替えて適用される法第２８条の２第

２項の規定に基づき定められた定年を

含む。）と退職の日の属する年度の末

日におけるその者の年齢との差に相当

する年数（１０年を超える者にあつて

は、１０年）１年につき１００分の３を乗

じて得た額の合計額

第５条の

２第１項

第２号

退職日給料

月額に、

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

３９

される法第２８条の２第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日の属する年度の末日におけるその

者の年齢との差に相当する年数（１０年

を超える者にあつては、１０年）１年に

つき１００分の３を乗じて得た額の合計

額に、

第５条の

２第１項

第２号イ

前号に掲げ

る額

その者が特定減額前給料月額に係る減

額日のうち最も遅い日の前日に現に退

職した理由と同一の理由により退職し

たものとし、かつ、その者の同日まで

の勤続期間及び特定減額前給料月額を

基礎として、前３条の規定により計算

した場合の退職手当の基本額に相当す

る額

第６条 第３条から

第５条まで

附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第３条から第５条まで

退職日給料

月額

退職日給料月額及び退職日給料月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年（教育公務員特例法第８

条第１項の規定により読み替えて適用

される法第２８条の２第２項の規定に基

づき定められた定年を含む。）と退職

の日の属する年度の末日におけるその

者の年齢との差に相当する年数（１０年

を超える者にあつては、１０年）１年に

つき１００分の３を乗じて得た額の合計

額

これらの 附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第３条から第５条までの

第６条の

２

第５条の２

第１項の

附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項の

同項第２号

イ

附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項第２号イ

同項の 附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項の

第６条の

２第１号

特定減額前

給料月額

特定減額前給料月額及び特定減額前給

料月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年（教育公務員特

例法第８条第１項の規定により読み替

えて適用される法第２８条の２第２項の

規定に基づき定めら れ た 定 年 を 含

む。）と退職の日の属する年度の末日

におけるその者の年齢との差に相当す

る年数（１０年を超える者にあつては、

１０年）１年につき１００分の３を乗じて

得た額の合計額

第６条の

２第２号

特定減額前

給料月額

特定減額前給料月額及び特定減額前給

料月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年（教育公務員特

例法第８条第１項の規定により読み替
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えて適用される法第２８条の２第２項の

規定に基づき定めら れ た 定 年 を 含

む。）と退職の日の属する年度の末日

におけるその者の年齢との差に相当す

る年数（１０年を超える者にあつては、

１０年）１年につき１００分の３を乗じて

得た額の合計額

第５条の２

第１項第２

号イ

附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第５条の２第１項第２号イ

及び退職日

給料月額

並びに退職日給料月額及び退職日給料

月額に退職の日において定められてい

るその者に係る定年（教育公務員特例

法第８条第１項の規定により読み替え

て適用される法第２８条の２第２項の規

定に基づき定められた定年を含む。）

と退職の日の属する年度の末日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数

（１０年を超える者にあつては、１０年）

１年につき１００分の３を乗じて得た額

の合計額

当該割合 当該附則第３５項の規定により読み替え

て適用する同号イに掲げる割合

附則第２９

項

第３条から

第５条の３

まで

附則第３５項の規定により読み替えて適

用する第３条から第５条の３まで

１３ 省略

１４ 省略

１５ 特定任命により職員となつた後に退職した者の基礎在職期間中

に俸給月額の減額改定（第５条の４の規定により読み替えられた

第５条の２に規定する俸給月額の減額改定をいう。）によりその

者の俸給月額が減額されたことがある場合において、その者の減

額後の俸給月額が減額前の俸給月額に達しない場合にその差額に

相当する額を支給することとする法令又はこれに準ずる給与の支

給の基準の適用を受けたことがあるときは、この条例の規定によ

る俸給月額には、当該差額を含まないものとする。

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 当分の間、第４条第１項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤

続した者であつて、６０歳（職員の定年等に関する条例等の一部を

改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）第１条の規定に

よる改正前の職員の定年等に関する条例（以下「令和４年旧定年

条例」という。）第２条第２項第２号に掲げる職員に相当するも

のにあつては、６３歳。次項において同じ。）に達した日以後その

者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職

した者及び第４条第１項又は第２項の規定に該当する者を除

く。）に対する退職手当の基本額について準用する。この場合に

おける第３条の規定の適用については、同条第１項中「又は第５

条」とあるのは、「若しくは第５条又は附則第１９項」とする。

３６ 前項の規定の適用を受ける者については、第５条の３及び第６

条の３の規定は、適用しない。

３７ 省略

３８ 省略

３９ 省略

４０ 省略

４１ 省略
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２０ 当分の間、第５条第１項の規定は、２５年以上の期間勤続した者

であつて、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職

した者（定年の定めのない職を退職した者及び同項又は同条第２

項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額につ

いて準用する。この場合における第３条の規定の適用について

は、同条第１項中「又は第５条」とあるのは、「若しくは第５条

又は附則第２０項」とする。

２１ 前２項の規定は、令和４年旧定年条例第２条第２項第１号に掲

げる職員に相当する職員が退職した場合に支給する退職手当の基

本額については適用しない。

２２ 職員の給与に関する条例附則第１９項又は教育職員の給与に関す

る条例附則第１７項の規定による職員の給料月額の改定は、給料月

額の減額改定に該当しないものとする。

２３ 当分の間、第５条第１項に規定する者のうち２５年以上勤続して

退職したもの（教育公務員特例法第７条の規定に基づき定められ

た任期の満了により退職した者及び勤務公署の移転により退職し

た者であつて任命権者が知事の承認を得たものを除く。）に対す

る第５条の３、第５条の４及び第６条の３の規定の適用について

は、第５条の３中「退職の日を含む。）」とあるのは「退職の日

を含み、令和４年旧定年条例第２条第２項第２号に掲げる職員及

び附則第２１項に規定する職員以外の者にあつては６０歳に達した日

以後における最初の３月３１日とし、同号に掲げる職員にあつては

６３歳に達した日以後における最初の３月３１日とし、同項に規定す

る職員にあつては６５歳に達した日以後における最初の３月３１日と

する。）」と、第５条の３の表第５条第１項の項、第５条の２第

１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の

３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号

の項中「定年を含む。）」とあるのは「定年を含み、令和４年旧

定年条例第２条第２項第２号に掲げる職員及び附則第２１項に規定

する職員以外の者にあつては６０歳とし、同号に掲げる職員にあつ

ては６３歳とし、同項に規定する職員にあつては６５歳とする。）」

とする。

２４ 当分の間、第５条第１項に規定する者のうち職制若しくは定数

の改廃若しくは予算の減少により廃職若しくは過員を生ずること

により退職した者であつて任命権者が知事の承認を得たもの、公

務上の傷病若しくは死亡により退職した者又は２５年以上勤続して

退職した者（職員の定年等に関する条例第２条第１項の規定によ

り退職した者及び教育公務員特例法第７条の規定に基づき定めら

れた任期の満了により退職した者並びに勤務公署の移転により退

職した者であつて任命権者が知事の承認を得たものを除く。）に

対する第５条の３及び第５条の４の規定の適用については、第５

条の３中「１５年を」とあるのは「１０年を」とするほか、次の表の

左欄に掲げる者の区分に応じ、同条の表以外の部分中「退職の日

において定められているその者に係る定年」とあるのはそれぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

令和４年旧定年条例第２条第２項第２号に掲げる

職員及び附則第２１項に規定する職員以外の者

６０歳

令和４年旧定年条例第２条第２項第２号に掲げる

職員

６３歳

附則第２１項に規定する職員 ６５歳

２５ 当分の間、第５条第１項に規定する者のうち職制若しくは定数

の改廃若しくは予算の減少により廃職若しくは過員を生ずること
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により退職した者であつて任命権者が知事の承認を得たもの又は

公務上の傷病若しくは死亡により退職した者であつて、前項の表

の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達する日前に退職

したときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適用につい

ては、第５条の３の表第５条第１項の項、第５条の２第１項第１

号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の３の表第

６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号の項中

「１００分の２」とあるのは、「附則第２４項の表の左欄に掲げる者

の区分ごとに同表の右欄に掲げる年齢と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数に１００分の２を乗じて得た割合を退

職の日において定められているその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とす

る。

２６ 当分の間、第５条第１項に規定する者のうち職制若しくは定数

の改廃若しくは予算の減少により廃職若しくは過員を生ずること

により退職した者であつて任命権者が知事の承認を得たもの又は

公務上の傷病若しくは死亡により退職した者であつて、附則第２４

項の表の左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達した日以

後に退職したときにおける第５条の３及び第６条の３の規定の適

用については、第５条の３の表第５条第１項の項、第５条の２第

１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項並びに第６条の

３の表第６条の項、第６条の２第１号の項及び第６条の２第２号

の項中「１００分の２」とあるのは、「１００分の２を退職の日におい

て定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。

２７ 職員の給与に関する条例附則第１９項又は教育職員の給与に関す

る条例附則第１７項の規定の適用を受ける者が第５条の２第１項の

規定の適用を受ける場合において、その者が６０歳に達した日後に

おける最初の４月１日の前日に現に退職した理由と同一の理由に

より退職したとしたならば支給を受けることができた第２条の４

から第５条の３まで及び第６条から第６条の５まで並びに附則第

７項から第９項までの規定、条例第２６号附則第５項から第７項ま

での規定、愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例（平

成１５年愛媛県条例第６４号）附則第１２項の規定並びに愛媛県職員退

職手当条例の一部を改正する条例（平成１８年愛媛県条例第７号）

附則第２項、第６項及び第７項の規定により計算した退職手当の

額が、退職の日におけるこれらの規定により計算した退職手当の

額よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多い額を

もつてその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の額とす

る。

別表

昭和２０年８月１５日現在の給料月額 新給料月額

円

４０

円

６，０００

４５ ６，２００

５０ ６，６５０

５５ ７，１５０

６５ ７，６５０

７５ ８，１５０

８５ ８，６５０

９５ ９，２５０
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（農業水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する条例の一部改

正）

第１１条 農業水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する条例（昭和

３３年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第１２条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１０５ ９，８５０

１１５ １０，６５０

１２５ １１，５５０

１３５ １２，４５０

１４５ １３，４００

１６０ １４，６００

１７５ １５，８００

１９０ １６，４００

２０５ １７，８００

２２０ １８，５００

２４０ ２０，０００

２６０ ２１，６００

２８０ ２３，３００

３００ ２５，１００

３２０ ２７，３００

３６０ ２９，５００

４００ ３１，９００

４４０ ３４，５００

４８０ ３８，８００

５２０ ４４，８００

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教員」とは、教頭、指導教諭、教諭、

助教諭又は県費負担の講師（常時勤務の者並びに地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤

務の職を占める者及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる者に

限る。）をいう。

附 則

２ 省略

（教育職員の給与に関する条例附則第１９項、第２１項又は第２２項の

規定による給料を支給される教員及び実習助手に関する読替え）

３ 教育職員の給与に関する条例附則第１９項、第２１項又は第２２項の

規定による給料を支給される教員及び実習助手に対する第３条の

規定の適用については、同条中「給料月額」とあるのは、「給料

月額と教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号）附則第１９項、第２１項又は第２２項の規定による給料の額との合

計額」とする。

（定義）

第２条 この条例において「教員」とは、教頭 、教諭、

助教諭又は県費負担の講師（常時勤務の者並びに地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤

務の職を占める者及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる者に

限る。）をいう。

附 則

２ 省略



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

４４

（教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部改正）

第１３条 教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与の種類）

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及

び手当とする。

２・３ 省略

（給与の減額）

第１７条 省略

２ 省略

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをい

う。）又は高齢者部分休業（当該職員がその定年から１０年を減じ

た年齢に達した日後における最初の４月１日以後の日で当該職員

が申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（職員の

定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項

に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時

間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給与額を減額した給与を支給する。

（特定の職員についての適用除外）

第２１条 省略

２ 第５条、第６条、第６条の２、第６条の３、第９条及び第１６条

の規定は、地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員

には、適用しない。

附 則

（経過規定）

３ 省略

４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第１７

条第３項の規定の適用については、同項中「１０年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

（給与の種類）

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及

び手当とする。

２・３ 省略

（給与の減額）

第１７条 省略

２ 省略

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをい

う。）又は高齢者部分休業（当該職員がその定年から５年を減じ

た年齢に達した日後における最初の４月１日以後の日で当該職員

が申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（職員の

定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第１項

に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時

間の一部を勤務しないことをいう。）の承認を受けて勤務しない

場合には、第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給与額を減額した給与を支給する。

（特定の職員についての適用除外）

第２１条 省略

２ 第５条、第６条、第６条の２、第６条の３、第９条及び第１６条

の規定は、地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又

は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員

には、適用しない。

附 則

（経過規定）

３ 省略

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ９年

５ 省略 ４ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校、中等教育学校又は特別支援学校に勤務する校長、教頭、主

幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助

教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実習助手及び寄

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校、中等教育学校又は特別支援学校に勤務する校長、教頭、主

幹教諭 、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助

教諭、講師（常時勤務の者及び地方公務員法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める者に限る。）、実習助手及び寄
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（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正）

第１４条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

宿舎指導員をいう。

附 則

３ 省略

（給与条例附則第１９項、第２１項又は第２２項の規定による給料を支

給される教育職員に関する読替え）

４ 給与条例附則第１９項、第２１項又は第２２項の規定による給料を支

給される教育職員に対する第３条第１項の規定の適用について

は、同項中「給料月額」とあるのは、「給料月額と給与条例附則

第１９項、第２１項又は第２２項の規定による給料の額との合計額」と

する。

宿舎指導員をいう。

附 則

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

� 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員

� 省略

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の規定による

条件付採用期間中の職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� 省略

� 職員の定年等に関する条例第８条第１項から第４項までの規

定により同条第１項に規定する異動期間（同項から同条第４項

までの規定により延長された期間を含む。）を延長された同条

例第５条に規定する職を占める職員

� 省略

（一般の派遣職員の給与）

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員及び技能労務職員（技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員をいう。以下同じ。）である派遣職員

以外のもの（以下「一般の派遣職員」という。）には、人事委員

会規則で定めるところにより、その派遣先の勤務に対して報酬が

支給されないとき、又は当該勤務に対して支給される報酬の額が

低いと認められるときは、その派遣の期間中、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当及び期末手当

のそれぞれ１００分の１００以内を支給する。

２・３ 省略

第５条 一般の派遣職員に関する職員の給与に関する条例（昭和２６

年愛媛県条例第５７号）第１３条ただし書若しくは第２１条第１項の規

定又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

� 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員

を除く。）

� 省略

� 地方公務員法 第２２条の規定による

条件付採用期間中の職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� 省略

� 省略

（一般の派遣職員の給与）

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員及び技能労務職員（技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員をいう。以下同じ。）である派遣職員

以外のもの（以下「一般の派遣職員」という。）には、人事委員

会規則で定めるところにより、その派遣先の勤務に対して報酬が

支給されないとき、又は当該勤務に対して支給される報酬の額が

低いと認められるときは、その派遣の期間中、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当及び期末手当（地方公務員法第２８条の４第１

項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員にあつて

は、給料、地域手当（職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５７号）第９条の３に規定する地域手当を除く。）及び期末

手当）のそれぞれ１００分の１００以内を支給する。

２・３ 省略

第５条 一般の派遣職員に関する職員の給与に関する条例

第１３条ただし書若しくは第２１条第１項の規

定又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

４６

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第１５条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

号）第１４条ただし書若しくは第２０条第１項の規定の適用について

は、派遣先の機関の業務を公務とみなす。

（企業職員又は技能労務職員である派遣職員の給与）

第８条 企業職員又は技能労務職員である派遣職員には、その派遣

先の勤務に対して報酬が支給されないとき、又は当該勤務に対し

て支給される報酬の額が低いと認められるときは、その派遣の期

間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当

を支給する。ただし、派遣先の機関の特殊

事情により、給与を支給することが著しく不適当であると認めら

れるときは、当該派遣職員には給与を支給しない。

号）第１４条ただし書若しくは第２０条第１項の規定の適用について

は、派遣先の機関の業務を公務とみなす。

（企業職員又は技能労務職員である派遣職員の給与）

第８条 企業職員又は技能労務職員である派遣職員には、その派遣

先の勤務に対して報酬が支給されないとき、又は当該勤務に対し

て支給される報酬の額が低いと認められるときは、その派遣の期

間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当（地方

公務員法第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採

用された職員にあつては、給料、地域手当（医師に係るものを除

く。）及び期末手当）を支給する。ただし、派遣先の機関の特殊

事情により、給与を支給することが著しく不適当であると認めら

れるときは、当該派遣職員には給与を支給しない。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 職員の定年等に関する条例第８条第１項から第４項までの規

定により同条第１項に規定する異動期間（同項から同条第４項

までの規定により延長された期間を含む。以下「異動期間」と

いう。）を延長された同条例第５条に規定する職（以下「管理

監督職」という。）を占める職員

� 省略

� 省略

２ 前項第６号の規定にかかわらず、同号に掲げる職員は、次に掲

げる場合には、育児休業法第２条第１項の条例で定める職員に含

まれないものとする。

�・� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 職員の定年等に関する条例第８条第１項から第４項までの規

定により異動期間を延長された管理監督職を占める職員

� 省略

（部分休業を請求することができない職員）

第２２条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員（企業職員及び技能労務職員を除く。以下この条から第２４

条までにおいて同じ。）とする。

� 省略

� 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して人事委員

会規則で定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除

く。）

（部分休業の承認）

第２３条 部分休業の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（地方公

務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。以下同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定め

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第５号の規定にかかわらず、同号に掲げる職員は、次に掲

げる場合には、育児休業法第２条第１項の条例で定める職員に含

まれないものとする。

�・� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 省略

（部分休業を請求することができない職員）

第２２条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員（企業職員及び技能労務職員を除く。以下この条から第２４

条までにおいて同じ。）とする。

� 省略

� 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して人事委員

会規則で定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第

２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除

く。）

（部分休業の承認）

第２３条 部分休業の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（地方公

務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

を除く。以下同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定め



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

４７

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）

第１６条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の高齢者部分休業に関する条例の一部改正）

第１７条 職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

られた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、３０分を単位として

行うものとする。

２・３ 省略

られた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、３０分を単位として

行うものとする。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

� 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員

� 省略

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の規定による

条件付採用期間中の職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� 省略

� 職員の定年等に関する条例第８条第１項から第４項までの規

定により同条第１項に規定する異動期間（同項から同条第４項

までの規定により延長された期間を含む。）を延長された同条

例第５条に規定する職を占める職員

� 省略

３ 省略

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

� 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員

を除く。）

� 省略

� 地方公務員法 第２２条の規定による

条件付採用期間中の職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� 省略

� 省略

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（高齢者部分休業の承認）

第２条 任命権者は、その定年から１０年を減じた年齢に達した職員

が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるとき

は、当該職員が当該年齢に達した日後における最初の４月１日以

後の日で当該申請において示した日から当該職員に係る定年退職

日（職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第

２条第１項に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週

間の勤務時間の一部について勤務しないこと（以下「高齢者部分

休業」という。）を承認することができる。

２ 省略

（高齢者部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 高齢者部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第

２項第２号の規定の適用については、同号中「定年前再任用短時

間勤務職員、育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員

（以下「短時間勤務職員」と総称する。）」とあるのは、「高齢

者部分休業（職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛

県条例第３号）第２条第１項に規定する高齢者部分休業をい

う。）をしている職員」とする。

（高齢者部分休業の承認）

第２条 任命権者は、その定年から５年を減じた年齢に達した職員

が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるとき

は、当該職員が当該年齢に達した日後における最初の４月１日以

後の日で当該申請において示した日から当該職員に係る定年退職

日（職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第

２条第１項に規定する定年退職日をいう。）までの期間中、１週

間の勤務時間の一部について勤務しないこと（以下「高齢者部分

休業」という。）を承認することができる。

２ 省略

（高齢者部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 高齢者部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第

２項第２号の規定の適用については、同号中「

育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員

」とあるのは、「高齢

者部分休業（職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛

県条例第３号）第２条第１項に規定する高齢者部分休業をい

う。）をしている職員」とする。



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

４８

（愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

第１８条 愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例の一部改正）

第１９条 職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例（平成１９年愛媛県条例第６０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正）

第２０条 会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ 省略

（経過措置）

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第２

条第１項の規定の適用については、同項中「１０年」とあるのは、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。

附 則

１ 省略

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ９年

（給与の減額の特例）

３ 省略 ２ 省略

改 正 後 改 正 前

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員及び法第２２条の２第１項第２

号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げ

る人事行政の運営の状況を報告しなければならない。

�～� 省略

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員及び法第２２条の２第１項第２

号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げ

る人事行政の運営の状況を報告しなければならない。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（適用除外）

第４条 前条の規定は、大学院等派遣研修を命ぜられた職員が次の

各号に掲げる場合のいずれかに該当して離職した場合には、適用

しない。

� 省略

� 地方公務員法第２８条の６第１項の規定により退職した場合

（同法第２８条の７第１項の期限又は同条第２項の規定により延

長された期限の到来により退職した場合を含む。）

�～� 省略

（適用除外）

第４条 前条の規定は、大学院等派遣研修を命ぜられた職員が次の

各号に掲げる場合のいずれかに該当して離職した場合には、適用

しない。

� 省略

� 地方公務員法第２８条の２第１項の規定により退職した場合

（同法第２８条の３第１項の期限又は同条第２項の規定により延

長された期限の到来により退職した場合を含む。）

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条、第１１条、第１５条関係） 別表（第３条、第１１条、第１５条関係）

職種の区分 上限額 職種の区分 上限額

省略 省略
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（職員の再任用に関する条例の廃止）

第２１条 職員の再任用に関する条例（平成１３年愛媛県条例第２号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２３項の規定は、公布の日から施行する。

（勤務延長に関する経過措置）

２ 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に第１条の規定による改正前の職員の定年等に関する条例（以下「旧

定年条例」という。）第３条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧定年条例勤務延長期限（同条第１項の期限又

は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下「旧定年条例勤務延長職員」とい

う。）について、旧定年条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、第１条の規定による改正後

の職員の定年等に関する条例（以下「新定年条例」という。）第３条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、人事委員会の承認

を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧定年条例

勤務延長職員に係る旧定年条例第２条第１項に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。

３ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項に

おいて同じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例定年（新定年条例第２条第２項に規定する定年をいう。

以下同じ。）が基準日の前日における新定年条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第２条第２項

に規定する定年（以下「旧定年条例定年」という。））を超える職（基準日における新定年条例定年が新定年条例第２条第２項本文に規

定する定年である職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の人事委員会規則で定める職に、基準日から基準日

の翌年の３月３１日までの間に新定年条例第３条第１項若しくは第２項、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下

「改正法」という。）附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係

る新定年条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例定年）に達している職員（当該人事委員会規則で

定める職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。

４ 新定年条例第３条第３項から第５項までの規定は、附則第２項の規定による勤務について準用する。

（定年退職者等の再任用に関する経過措置）

５ 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３月３１日（以下「特定年齢到達年度の末日」という。）ま

での間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年条例定年（施行日以後に新たに設置された職及び

施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、これらの職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における

旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢。附則第７項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

� 施行日前に旧定年条例第２条第１項の規定により退職した者

� 旧定年条例第３条第１項若しくは第２項、改正法附則第３条第５項又は附則第２項の規定により勤務した後退職した者

� ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する

日までの間にある者

� ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する

日までの間に、旧法再任用（改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項から附則第１２項までの規定により採用す

ることをいう。以下同じ。）をされたことがある者

６ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用し

ようとする常時勤務を要する職に係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく

選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

� 施行日以後に新定年条例第２条第１項の規定により退職した者

� 施行日以後に新定年条例第３条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した者

� 施行日以後に新定年条例第９条の規定により採用された者のうち、改正法による改正後の地方公務員法（以下「新法」という。）第

２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者

� 施行日以後に新定年条例第１０条第１項の規定により採用された者のうち、新法第２２条の５第３項において準用する新法第２２条の４第

３項に規定する任期が満了したことにより退職した者

教育職員給与条例の適用を受ける教

育職員のうち教育職員給与条例別表

第２高等学校等教育職員給料表の適

用を受けるものの職務と類似する職

務に従事する会計年度任用職員の職

教育職員給与条例別表

第２高等学校等教育職

員給料表の職務の級２

級（特２級を除く。）

の最高号給の額

教育職員給与条例の適用を受ける教

育職員のうち教育職員給与条例別表

第２高等学校等教育職員給料表の適

用を受けるものの職務と類似する職

務に従事する会計年度任用職員の職

教育職員給与条例別表

第２高等学校等教育職

員給料表の職務の級２

級

の最高号給の額
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� ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間にある者

� ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間に、暫定再任用をされたことがある者

７ 任命権者は、附則第５項の規定によるほか、組合（県が加入する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合又は

広域連合をいう。以下同じ。）における附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者

を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報

に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

８ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、附則第６項の規定によるほか、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度

の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務

実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用す

ることができる。

９ 任命権者は、附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時

間勤務の職（新法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧定年条例定年相当年齢（短時間勤務の職を

占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧定年条例定年

（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、こ

れらの職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と

同種の職を占めているものとしたときにおける旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。以下同じ。）に達している者を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用

することができる。

１０ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、附則第６項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当

該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新定年条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職

務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新定年条例定年をいう。以下同じ。）に達している者（新定年

条例第９条の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

１１ 任命権者は、附則第９項の規定によるほか、組合における附則第５項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧定年条例定年相当年齢に達している者を、従前の勤務実績その他の人事

委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

１２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、附則第１０項の規定によるほか、組合における附則第６項各号に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新定年条例定年相当年齢に達している者（新

定年条例第１０条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則

で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

１３ 附則第５項から前項までの任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更新することができる。ただし、

これらの任期の末日は、暫定再任用をする者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならな

い。

１４ 前項の規定による任期の更新は、暫定再任用をされた職員（以下「暫定再任用職員」という。）の当該更新直前の任期における勤務実

績が良好である場合に行うことができる。

１５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員の同意を得なければならない。

（暫定再任用職員の昇任等が制限される職等）

１６ 改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。

� 施行日以後に新たに設置された職

� 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

１７ 改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項各号に掲げる職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年

条例定年に準じた当該職に係る年齢とする。

１８ 前２項の規定は、改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢について

準用する。この場合において、附則第１６項各号中「職」とあるのは「短時間勤務の職」と、前項中「場合における旧定年条例定年に準じ

た当該職」とあるのは「場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が同項各号に掲げる職と同種の職を占め

ているものとしたときにおける旧定年条例定年に準じた同項各号に掲げる職」と読み替えるものとする。

１９ 改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（附則第５項から第１２項までの規定が適用される

間における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この項から附則第２１項までにおいて同じ。）の前日に設置されていたものと

した場合において、基準日における新定年条例定年が基準日の前日における新定年条例定年を超える職とする。

� 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。）

� 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。）



愛 媛 県 報令和４年１０月１４日 第３５０号外１

５１

２０ 改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項各号に掲げる職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日に

おける当該職に係る新定年条例定年に達している者とする。

２１ 改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、附則第１９項各号に掲げる職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、

同日における当該職に係る新定年条例定年に達している職員とする。

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）

２２ 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下同じ。）から基準

日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例定年相当年齢が基準日の前日における新定年条例定年相当年齢を超える短時間

勤務の職（基準日における新定年条例定年相当年齢が新定年条例第２条第２項本文に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及び

これに相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下「新定年条例原則定年相

当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新定年条例第９条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前から新定年

条例第３条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当

該新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達している者（当該人事委員会規則で定める短時間

勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める者）を、新定年条例第９条又は第１０条第１項の規定により採用することができず、新定年

条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新定年条例第９条又は第１０条第１項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短

時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年

条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則

で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。

（施行日前に情報の提供及び意思の確認をする職員の年齢）

２３ 改正法附則第２条第３項の条例で定める年齢は、年齢６０年とする。

（暫定再任用短時間勤務職員の年次有給休暇及び勤務時間の特例）

２４ 短時間勤務の職を占める暫定再任用職員（第６条の規定による改正後の教育職員の給与に関する条例（以下「改正後の教育職員給与条

例」という。）第２条に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）である者を除く。）（以下「暫定再任用短時間勤務職員」とい

う。）は、第４条の規定による改正後の職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第５条第１項に規定する定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、同項並びに同条例第１１条第１項及び第３項の規定を適用する。

（６０歳到達以後における職員の給与等に関する規定の適用除外）

２５ 第５条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（以下「改正後の職員給与条例」という。）附則第１９項から第２８項までの規定は、

改正法附則第３条第５項又は附則第２項の規定により勤務している職員には適用しない。

（暫定再任用職員の給料月額）

２６ 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員及び教育職員である者を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該

暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される職員の給与に関する条例第３条第１項に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条例第４条第２項の規定により当該暫定再任用職員の属する職務

の級に応じた額とする。

２７ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認

を受けた暫定再任用職員及び同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった暫定再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「とする」とあるのは、「に、第４条の規定による改正後の職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第１１条第１項の

規定により定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。

（暫定再任用短時間勤務職員の給料月額）

２８ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用

される職員の給与に関する条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条例

第４条第２項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、第４条の規定による改正後の職員の休日、休

暇並びに勤務時間等に関する条例第１１条第１項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同項に規定する育児

短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

（通勤手当及び超過勤務手当の特例）

２９ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の職員給与条例第１０条第２項及び第１４条第２項の規定

を適用する。

（期末手当の特例）

３０ 暫定再任用職員（教育職員である者を除く。以下次項及び附則第３２項において同じ。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

改正後の職員給与条例第１９条第３項の規定を適用する。

（職員の勤勉手当の額の算定の特例）

３１ 職員の給与に関する条例第１９条の４第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤勉手当の額の改正後の職員給与条例第１９

条の４第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職

員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１
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号）附則第１４項に規定する暫定再任用職員（同条例第６条の規定による改正後の教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号）第２条に規定する教育職員である者を除く。以下「暫定再任用職員」という。）」と、同項第２号中「定年前再任用短時間勤務職

員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。

（暫定再任用職員についての適用除外）

３２ 職員の給与に関する条例第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１１条の２、第１１条の３及び第１８条の４の規定は、暫定再任用職

員には適用しない。

（６０歳到達以後における教育職員の給与等に関する規定の適用除外）

３３ 改正後の教育職員給与条例附則第１７項から第２４項までの規定は、改正法附則第３条第５項又は附則第２項の規定により勤務している教

育職員には適用しない。

（暫定再任用教育職員の給料月額）

３４ 暫定再任用をされた教育職員（以下「暫定再任用教育職員」という。）（短時間勤務の職を占める暫定再任用教育職員（以下「暫定再

任用短時間勤務教育職員」という。）を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用教育職員が定年前再

任用短時間勤務教育職員（改正後の教育職員給与条例第７条の２第１項に規定する定年前再任用短時間勤務教育職員をいう。以下同

じ。）であるものとした場合に適用される教育職員の給与に関する条例第４条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務教育職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条例第６条第２項の規定により当該暫定再任用教育職員の属する職務の級に応じた額とする。

３５ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた暫定再任用教育

職員及び同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった暫定再任用教育職員に対する前項の規定の適用については、同項中「と

する」とあるのは、「に、第７条の規定による改正後の教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第１１条第１項の規定により

定められた当該暫定再任用教育職員の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期

付短時間勤務教育職員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。

（暫定再任用短時間勤務教育職員の給料月額）

３６ 暫定再任用短時間勤務教育職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務教育職員が定年前再任用短時間勤務教育職員であるものとし

た場合に適用される教育職員の給与に関する条例第４条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務教育職員の欄に掲げる基準給

料月額のうち、同条例第６条第２項の規定により当該暫定再任用短時間勤務教育職員の属する職務の級に応じた額に、第７条の規定によ

る改正後の教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第１１条第１項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務教育職

員の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以外の教育

職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

（義務教育等教員特別手当及び期末手当の特例）

３７ 暫定再任用教育職員は、定年前再任用短時間勤務教育職員とみなして、改正後の教育職員給与条例第１７条の６第２項及び第１９条第３項

の規定を適用する。

（教育職員の勤勉手当の額の算定の特例）

３８ 教育職員の給与に関する条例第１９条の４第１項の教育職員に暫定再任用教育職員が含まれる場合における勤勉手当の額の改正後の教育

職員給与条例第１９条の４第２項各号に掲げる教育職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年

前再任用短時間勤務教育職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務教育職員及び職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条

例（令和４年愛媛県条例第３１号）附則第３４項に規定する暫定再任用教育職員（以下「暫定再任用教育職員」という。）」と、同項第２号

中「定年前再任用短時間勤務教育職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務教育職員及び暫定再任用教育職員」とする。

（暫定再任用教育職員についての適用除外）

３９ 教育職員の給与に関する条例第１２条の２、第１２条の３及び第１７条の５の規定は、暫定再任用教育職員には適用しない。

（暫定再任用短時間勤務教育職員の年次有給休暇及び勤務時間の特例）

４０ 暫定再任用短時間勤務教育職員は、第７条の規定による改正後の教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第６条第１項に

規定する定年前再任用短時間勤務教育職員とみなして、同項並びに同条例第１１条第１項及び第２項の規定を適用する。

（退職手当の支給の特例）

４１ 暫定再任用職員に対する第１０条の規定による改正後の愛媛県職員退職手当条例第２条第１項の規定の適用については、同項中「（以下

「職員」という。）」とあるのは、「職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）附則第１４項

に規定する暫定再任用職員を除く。以下「職員」という。）」とする。

（短時間勤務の職を占める者とみなすもの）

４２ 暫定再任用短時間勤務教育職員は、第１１条の規定による改正後の農業水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及

び実習助手に対する産業教育手当の支給に関する条例第２条に規定する短時間勤務の職を占める者とみなす。

４３ 暫定再任用短時間勤務教育職員は、第１３条の規定による改正後の教育職員の給与等に関する特別措置条例第２条に規定する短時間勤務

の職を占める者とみなす。

（初任給調整手当等を支給しない企業職員）

４４ 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条、第６条、第６条の２（医師に係る部分に限る。）、第６条の３、第９条及

び第１６条の規定は、暫定再任用職員で地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に規定する企業職員であるものには適用しな
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い。

（職員の派遣の特例）

４５ 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務教育職員を除く。次項において同じ。）は、第１４条の規定によ

る改正後の外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第２項第１号の職員には含まれないものとして、

同条例の規定を適用する。この場合において、同条例第４条第１項中「期末手当」とあるのは「期末手当（暫定再任用職員（職員の定年

等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）附則第１４項に規定する暫定再任用職員（同条例附則第２４項に

規定する暫定再任用短時間勤務職員及び同条例附則第３４項に規定する暫定再任用短時間勤務教育職員を除く。）をいう。以下同じ。）に

あつては、給料、地域手当（職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第９条の３に規定する地域手当を除く。）及び期末

手当）」と、同条例第８条中「期末手当」とあるのは「期末手当（暫定再任用職員にあつては、給料、地域手当（医師に係るものを除

く。）及び期末手当）」と読み替えるものとする。

４６ 暫定再任用職員は、第１６条の規定による改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第２項第１号の職員には含まれな

いものとする。

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正）

４７ 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（長期勤続者等に対する退職手当に係る特例）

５ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の愛媛県職員退職手当

条例（以下「旧条例」という。）第７条の４第１項に規定する公

庫等職員（以下「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職員となつた者又

は適用日に職員以外の地方公務員等として在職する者で、指定法

人職員又は職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて

職員となつたものを含む。次項及び附則第７項において同じ。）

のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手当条例第３条から第５条

まで又は附則第１９項若しくは第２０項の規定に該当する退職をし、

かつ、その勤続期間が３５年以下である者に対する退職手当の基本

額は、当分の間、同条例第３条から第５条の４まで及び附則第１９

項から第２７項までの規定により計算した額にそれぞれ１００分の

８３．７を乗じて得た額とする。

６ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第３条第１項の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続

期間が３６年以上４２年以下である者に対する退職手当の基本額は、

当分の間、同項又は同条例第５条の２（同条例第５条の４におい

て読み替えて準用する場合を含む。）及び附則第２２項の規定によ

り計算した額に前項に定める割合を乗じて得た額とする。

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第５条又は附則第２０項の規定に該当する退職をし、かつ、

その勤続期間が３５年を超える者に対する退職手当の基本額は、当

分の間、その者の勤続期間を３５年として附則第５項の規定の例に

より計算して得られる額とする。

８ 条例第５７号附則第５項の規定の適用を受ける職員で前３項の規

定に該当するものに対する退職手当の額は、新条例第２条の４か

ら第５条の４まで及び第６条から第６条の５まで、条例第５７号附

則第５項並びに前３項又は附則第１６項の規定にかかわらず、その

者につき条例第５７号による改正前の愛媛県職員退職手当条例の規

定により計算した退職手当の額と新条例及び前３項又は附則第１６

項の規定により計算した退職手当の額とのいずれか多い額とす

る。

（特定指定法人等の在職期間を有する者に関する経過措置）

１４ 附則第９項に規定する者又は附則第１１項の規定に該当する者が

附 則

（長期勤続者等に対する退職手当に係る特例）

５ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の愛媛県職員退職手当

条例（以下「旧条例」という。）第７条の４第１項に規定する公

庫等職員（以下「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職員となつた者又

は適用日に職員以外の地方公務員等として在職する者で、指定法

人職員又は職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて

職員となつたものを含む。次項及び附則第７項において同じ。）

のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手当条例第３条から第５条

まで の規定に該当する退職をし、

かつ、その勤続期間が３５年以下である者に対する退職手当の基本

額は、当分の間、同条例第３条から第５条の３

までの規定により計算した額にそれぞれ１００分の

８３．７を乗じて得た額とする。

６ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第３条第１項の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続

期間が３６年以上４２年以下である者に対する退職手当の基本額は、

当分の間、同項又は同条例第５条の２

の規定によ

り計算した額に前項に定める割合を乗じて得た額とする。

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第５条 の規定に該当する退職をし、かつ、

その勤続期間が３５年を超える者に対する退職手当の基本額は、当

分の間、その者の勤続期間を３５年として附則第５項の規定の例に

より計算して得られる額とする。

８ 条例第５７号附則第５項の規定の適用を受ける職員で前３項の規

定に該当するものに対する退職手当の額は、新条例第２条の４か

ら第５条の３まで及び第６条から第６条の５まで、条例第５７号附

則第５項並びに前３項又は附則第１６項の規定にかかわらず、その

者につき条例第５７号による改正前の愛媛県職員退職手当条例の規

定により計算した退職手当の額と新条例及び前３項又は附則第１６

項の規定により計算した退職手当の額とのいずれか多い額とす

る。

（特定指定法人等の在職期間を有する者に関する経過措置）

１４ 附則第９項に規定する者又は附則第１１項の規定に該当する者が
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（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

４８ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

４９ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

適用日以後に退職した場合におけるその者に対する新条例第２条

の４及び第６条の５の規定による退職手当の額は、新条例第２条

の４から第５条の４まで及び第６条から第６条の５まで、条例第

５７号附則第５項並びにこの条例附則第５項から附則第８項までの

規定にかかわらず、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控

除して得た額（その控除して得た額が、その者につき旧条例及び

条例第５７号附則第５項の規定を適用して計算した退職手当の額よ

り低い額となるときは、これらの規定を適用して計算した額）と

する。

� 新条例第２条の４から第５条の４まで及び第６条から第６条

の５まで、条例第５７号附則第５項並びにこの条例附則第５項か

ら附則第８項までの規定により計算した額

� 省略

適用日以後に退職した場合におけるその者に対する新条例第２条

の４及び第６条の５の規定による退職手当の額は、新条例第２条

の４から第５条の３まで及び第６条から第６条の５まで、条例第

５７号附則第５項並びにこの条例附則第５項から附則第８項までの

規定にかかわらず、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控

除して得た額（その控除して得た額が、その者につき旧条例及び

条例第５７号附則第５項の規定を適用して計算した退職手当の額よ

り低い額となるときは、これらの規定を適用して計算した額）と

する。

� 新条例第２条の４から第５条の３まで及び第６条から第６条

の５まで、条例第５７号附則第５項並びにこの条例附則第５項か

ら附則第８項までの規定により計算した額

� 省略

改 正 後 改 正 前

（給与に関する特例）

第５条 省略

２～４ 省略

５ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」と

いう。）の承認を受けた第１号任期付研究員及び第２号任期付研

究員並びに育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすること

となった第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員（以下「育

児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、前各項の規定に

かかわらず、その者の受ける号給に応じた額又は前項の規定によ

る額に、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）

第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に

規定する育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額とする。

６・７ 省略

（給与に関する特例）

第５条 省略

２～４ 省略

５ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」と

いう。）の承認を受けた第１号任期付研究員及び第２号任期付研

究員並びに育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすること

となった第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員（以下「育

児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、前各項の規定に

かかわらず、その者の受ける号給に応じた額又は前項の規定によ

る額に、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）

第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に

規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員 及

び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額とする。

６・７ 省略

改 正 後 改 正 前

（特定任期付職員の給与に関する特例）

第７条 省略

２・３ 省略

４ 育児休業法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育

児短時間勤務の承認を受けた特定任期付職員及び育児休業法第１７

条の規定による短時間勤務をすることとなった特定任期付職員の

給料月額は、前３項の規定にかかわらず、その者の受ける号給に

応じた額又は前項の規定による額に、次の各号に掲げる特定任期

付職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める数を乗じて得た

額とする。

（特定任期付職員の給与に関する特例）

第７条 省略

２・３ 省略

４ 育児休業法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育

児短時間勤務の承認を受けた特定任期付職員及び育児休業法第１７

条の規定による短時間勤務をすることとなった特定任期付職員の

給料月額は、前３項の規定にかかわらず、その者の受ける号給に

応じた額又は前項の規定による額に、次の各号に掲げる特定任期

付職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める数を乗じて得た

額とする。
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（愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例の一部改正）

５０ 愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例（平成１５年愛媛県条例第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の修学部分休業に関する条例の一部改正）

５１ 職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正）

５２ 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１８年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 職員勤

務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたその者の勤

務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、定年前再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時

間で除して得た数

� 教育職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 教

育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

定年前再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職

員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数

５・６ 省略

� 職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 職員勤

務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたその者の勤

務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間

勤務職員 及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時

間で除して得た数

� 教育職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 教

育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

再任用短時間勤務教育職員 及び任期付短時間勤務教育職

員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数

５・６ 省略

改 正 後 改 正 前

（経過措置）

１２ 当分の間、４２年を超える期間勤続して退職した者で愛媛県職員

退職手当条例第３条第１項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、同項の規定にかかわらず、その者が同

条例第５条の規定に該当する退職をしたものとし、かつ、その者

の勤続期間を３５年として同条例附則第７項の規定の例により計算

して得られる額とする。

（経過措置）

１２ 当分の間、４２年を超える期間勤続して退職した者で愛媛県職員

退職手当条例第３条第１項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、同項の規定にかかわらず、その者が同

条例第５条の規定に該当する退職をしたものとし、かつ、その者

の勤続期間を３５年として同条例附則第２９項の規定の例により計算

して得られる額とする。

改 正 後 改 正 前

（修学部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 修学部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第２

項第２号の規定の適用については、同号中「定年前再任用短時間

勤務職員、育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員（以

下「短時間勤務職員」と総称する。）」とあるのは、「修学部分

休業（職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第

２号）第２条第１項に規定する修学部分休業をいう。）をしてい

る職員」とする。

（修学部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 修学部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第２

項第２号の規定の適用については、同号中「

育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員

」とあるのは、「修学部分

休業（職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第

２号）第２条第１項に規定する修学部分休業をいう。）をしてい

る職員」とする。

改 正 後 改 正 前

（経過措置）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者がこの条例の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に退職することにより改

正後の愛媛県職員退職手当条例（以下「新条例」という。）の規

定による退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以下同

じ。）として退職した場合において、その者が施行日の前日に現

に退職した理由及び年齢と同一の理由及び年齢により退職したも

のとし、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給

（経過措置）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者がこの条例の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に退職することにより改

正後の愛媛県職員退職手当条例（以下「新条例」という。）の規

定による退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以下同

じ。）として退職した場合において、その者が施行日の前日に現

に退職した理由及び年齢と同一の理由及び年齢により退職したも

のとし、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給
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�愛媛県条例第３２号
愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和４年１０月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例

愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

料月額を基礎として、改正前の愛媛県職員退職手当条例（以下

「旧条例」という。）第３条から第５条の２まで及び第６条並び

に附則第３１項から第３３項まで、第３７項及び第３８項の規定、附則第

１０項の規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正

する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号。以下「条例第２６号」とい

う。）附則第５項から第７項までの規定並びに附則第１２項の規定

による改正前の愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例

（平成１５年愛媛県条例第６４号。以下「条例第６４号」という。）附

則第１２項の規定により計算した額（当該勤続期間が４３年又は４４年

の者であって、傷病若しくは死亡によらずにその者の都合により

又は通勤による傷病以外の公務によらない傷病により退職したも

のにあっては、その者が旧条例第５条の規定に該当する退職をし

たものとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を３５年として旧条

例附則第３１項の規定の例により計算して得られる額）にそれぞれ

１００分の８３．７（当該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷

病又は死亡によらずにその者の都合により退職したもの及び３７年

以上４２年以下の者で通勤による傷病以外の公務によらない傷病に

より退職したものを除く。）にあっては、１０４分の８３．７）を乗じ

て得た額が、愛媛県職員退職手当条例第２条の４から第５条の４

まで及び第６条から第６条の５まで並びに附則第７項から第９項

まで の規定、条例第２６号附則第５項から第７

項までの規定、条例第６４号附則第１２項の規定並びに附則第６項及

び第７項の規定により計算した退職手当の額（以下「新条例等退

職手当額」という。）よりも多いときは、これらの規定にかかわ

らず、その多い額をもってその者に支給すべきこれらの規定によ

る退職手当の額とする。

料月額を基礎として、改正前の愛媛県職員退職手当条例（以下

「旧条例」という。）第３条から第５条の２まで及び第６条並び

に附則第３１項から第３３項まで、第３７項及び第３８項の規定、附則第

１０項の規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正

する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号。以下「条例第２６号」とい

う。）附則第５項から第７項までの規定並びに附則第１２項の規定

による改正前の愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例

（平成１５年愛媛県条例第６４号。以下「条例第６４号」という。）附

則第１２項の規定により計算した額（当該勤続期間が４３年又は４４年

の者であって、傷病若しくは死亡によらずにその者の都合により

又は通勤による傷病以外の公務によらない傷病により退職したも

のにあっては、その者が旧条例第５条の規定に該当する退職をし

たものとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を３５年として旧条

例附則第３１項の規定の例により計算して得られる額）にそれぞれ

１００分の８３．７（当該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷

病又は死亡によらずにその者の都合により退職したもの及び３７年

以上４２年以下の者で通勤による傷病以外の公務によらない傷病に

より退職したものを除く。）にあっては、１０４分の８３．７）を乗じ

て得た額が、愛媛県職員退職手当条例第２条の４から第５条の３

まで及び第６条から第６条の５まで並びに附則第２９項から第３１項

まで、第３５項及び第３６項の規定、条例第２６号附則第５項から第７

項までの規定、条例第６４号附則第１２項の規定並びに附則第６項及

び第７項の規定により計算した退職手当の額（以下「新条例等退

職手当額」という。）よりも多いときは、これらの規定にかかわ

らず、その多い額をもってその者に支給すべきこれらの規定によ

る退職手当の額とする。

改 正 後 改 正 前

（退職手当の支給）

第２条 省略

２ 職員以外の者（法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除

く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日（１月間の日数（愛媛県の休日を定める条例（平成

元年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日の日数は、算入しな

い。）が２０日に満たない日数の場合にあつては、１８日から２０日と

当該日数との差に相当する日数を減じた日数）以上ある月が引き

続いて１２月を超えるに至つたもので、その超えるに至つた日以後

引き続き当該勤務時間により勤務することとされているものは、

職員とみなして、この条例（第４条中１１年以上２５年未満の期間勤

続した者の通勤による負傷又は病気（以下「傷病」という。）に

よる退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条

（退職手当の支給）

第２条 省略

２ 職員以外の者（法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除

く。）のうち、職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が１８日

以上ある月が引き

続いて１２月を超えるに至つたもので、その超えるに至つた日以後

引き続き当該勤務時間により勤務することとされているものは、

職員とみなして、この条例（第４条中１１年以上２５年未満の期間勤

続した者の通勤による負傷又は病気（以下「傷病」という。）に

よる退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条
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附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県職員退職手当条例第２条第２項の規定は、令和４年１０月１日以後の期間における退職手当の支給の基礎となる引き続い

て勤務した期間の計算について適用し、同日前の期間における退職手当の支給の基礎となる引き続いて勤務した期間の計算については、

なお従前の例による。

中公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに２５年以上勤

続した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる者については、この限りでない。

中公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに２５年以上勤

続した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる者については、この限りでない。

令和４年１０月１４日 発行


